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東京地裁昭和六二年（行ウ）第一三四号、三・四・一七判決 

判 決 

原     告 東京焼結金属株式会社 

被     告 中央労働委員会 

被告補助参加人 Ｘ１ 

（主文） 

一 被告が、原告を再審査申立人、被告補助参加人を再審査被申立人とする中労委昭和六

〇年（不再）第五一号事件について、昭和六二年九月二日付けをもってした命令を取り

消す。 

二 訴訟費用は、補助参加によって生じたものは被告補助参加人の、その余は被告の各負

担とする。 

（事実及び理由） 

第一 請求 

  主文第一項と同旨。 

第二 事案の概要 

一 争いのない事実 

１ 原告は、東京都豊島区に本社を置き、埼玉県川越市及び愛知県春日井市に工場を、

東京営業部のもとに東京営業所、名古屋営業部のもとに名古屋営業所、大阪営業所

及び名古屋営業所浜松出張所を有して、焼結粉末及び焼結金属製品等の製造・販売

を営む株式会社であり、昭和五六年九月当時の従業員数は約三六〇名であった。 

  原告には、労働組合として、川越工場の従業員を主体に組織されている全国金属

埼玉地方本部東京焼結金属支部（以下「組合」という。）のほか、春日井工場の従

業員を主体に組織されている全国金属愛知地方本部東京焼結金属春日井支部（以下

「春日井支部」という。）がある。 

２ 被告補助参加人Ｘ１（以下「Ｘ１」或いは「補助参加人」という。）は、昭和四

三年三月、工業高校を卒業して原告に入社し、それ以来、川越工場の従業員として

勤務してきた。 

  Ｘ１は、入社以来、組合に所属し、昭和四八年、四九年及び五〇年に実施された

役員選挙で執行委員に、昭和五一年及び五二年に実施された役員選挙で書記長に、

昭和五四年に実施された役員選挙で執行委員にそれぞれ当選し、組合役員を務めた。 

３ 原告は、Ｘ１を昭和五六年八月一八日付けで川越工場から静岡県浜松市所在の浜

松出張所に配転し（以下「本件配転」という。）、更に、昭和五八年八月二五日付

けで右浜松出張所から東京都豊島区所在の東京営業所に再配転した（以下「本件再

配転」という。）。 

４ Ｘ１は、埼玉県地方労働委員会（以下「埼労委」という。）に対し、本件配転が

不当労働行為に該当するとして、これからの救済を申し立て、次いで、本件再配転

について同旨の申立を追加した（埼労委昭和五六年（不）第六号事件）ところ、埼

労委は、本件配転及び本件再配転がいずれも労働組合法七条一号所定の不当労働行

為に該当すると認定・判断し、昭和六〇年九月九日付けをもって、別紙一記載の主

文のとおり、救済命令を発した。 
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５ 原告は、右埼労委の救済命令を不服として、被告に対し、再審査を申し立てた（中

労委昭和六〇年（不再）第五一号事件）ところ、被告は、本件配転及び本件再配転

がいずれも労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該当するとした埼労委の認

定・判断を支持し、昭和六二年九月二日付けをもって、別紙二記載のとおり、原告

の再審査申立を棄却する命令（以下「本件命令」という。）を発した。 

二 争点 

  本件の争点は、本件配転及び本件再配転がいずれも労働組合法七条一号所定の不当

労働行為に該当するとした被告の認定・判断が適法といえるか否かである。 

（被告の主張） 

１ 本件配転の不当労働行為該当性 

㈠ 本件配転についてみるに、原告が、その策定に係る長期計画に基づく浜松出張

所の販売体制強化のため、営業担当者一名の増員が必要であると判断したことに

は理由があり、また、同出張所への配転対象者を選定する基準の一つとして、ヒ

ートパイプに関する知識・経験を求めたことも、それ自体が不合理であるとはい

えない。 

  しかしながら、①昭和五六年一月一九日の原告役員会で承認された同年度売上

計画では、ヒートパイプの売上計画額が八〇〇〇万円となっているのに、同年三

月の会社方針ではそれが六五〇〇万円と一五〇〇万円減少していること、昭和五

六年度会社方針には、ヒートパイプの拡販に関する具体的な記述が存在しないこ

と、昭和五五年一二月の当初計画では、浜松出張所における昭和五七年度のヒー

トパイプ売上目標が一億二三〇〇万円とされていたのが、昭和五六年八月には売

上見込みが七二〇〇万円とされ、しかも、昭和五七年度の売上実績は一一〇〇万

円と昭和五六年度の五八〇〇万円に比べて大幅に減少していること、昭和五七年

度会社方針には、ヒートパイプの売上目標額は掲げられておらず、その理由の記

載もないこと、などに鑑みると、本件配転当時、原告がヒートパイプの拡販にさ

まで力を入れていたとは認め難い、②また、焼結品が売上の九割前後を占める浜

松出張所の実態や、前記増員に関する稟議書作成の経緯からみて、ヒートパイプ

に関する知識・経験を人選の最重点とすることの合理性をにわかに首肯すること

ができない、③原告は、浜松出張所におけるＸ１の後任として、本件配転の際に

候補に挙がっていたＺ１（以下「Ｚ１」という。）を選任したことに関し、この

ことはＸ１を選任したことの相当性を裏付けるものであるというが、Ｚ１は五名

の候補者の中でヒートパイプに関する経験が一番短い、以上の諸点に照らすと、

本件配転当時、原告がＸ１を最適任であるとして人選したことの合理性について

疑問なしとしない。 

㈡ そして、①原告は、昭和四七年にトヨタ自動車工業株式会社（以下「トヨタ自

工」という。）の労組委員長を務めたことのあるＹ１（以下「Ｙ１」という。）

を会社に迎えて以降、各種合理化を推進し、その一方で、Ｘ１らが主導権を持っ

ていた組合の執行部（以下、Ｘ１らが主導権を持っていた執行部を「旧執行部」

といい、昭和五三年八月の役員選挙で主導権を失った後のＸ１など旧執行部の役

員経験者を中心としこれに同調するグループを「旧執行部派」という。）を闘争
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至上主義であるとし、階級的労働運動として排除すべきであるとして、機会ある

ごとに組合に対する批判、従業員に対する訴えなどを行い、これに対し、旧執行

部は、一連の合理化案に対してストライキを含む闘争を展開し、裁判所への提訴、

埼労委に対する二回の救済申立をするなどして反対してきた、②Ｘ１を中心とす

る旧執行部派は、昭和五三年八月の役員選挙で組合の主導権を失ったが、その後

も、組合内部で一定の影響力を保持して活発な組合活動を展開し、ラップ時間の

解消を内容とするプレス部門の二交替制勤務の改定提案についても反対するなど、

活発な活動を展開していた、③このため、原告が、長期計画の達成のために必要

であるとして提案した完全二交替制勤務の実現を妨げるものとして、旧執行部派

に対する敵対意識を一層強くしたであろうことは推認するに難くなく、また、原

告が、「こぶし」の編集代表を務め、役員選挙に毎回立候補するなど旧執行部派

の中心となって活動しているＸ１に着目し、嫌悪していたであろうことは容易に

推測し得る、④そうすると、Ｘ１を人選したことの合理性に疑問を表せざるを得

ないことからみて、本件配転は、Ｘ１のヒートパイプの経験が長いことに藉口し

て、あえてＸ１を人選して旧執行部派の中心的存在である同人を川越工場から排

除し、その影響力を削ぐために行われたものと判断せざるを得ない。 

㈢ したがって、本件配転は、労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該当する

というべきである。 

２ 本件再配転の不当労働行為該当性 

㈠ 東京営業所の増員の必要性についてみるに、①昭和五八年以降、ヒートパイプ

を特品扱いとし、特機部門の拡大に重点を置くとする見直し後の長期計画からす

れば、ヒートパイプは重点販売計画製品とは認め難くなっており、東京営業所に

おいては、ヒートパイプの具体的販売目標も存在せず、その売上実績も、昭和五

八年度は一〇万円、五九年度、六〇年度はいずれも零であること、②東京営業所

の営業担当者の人員が、昭和五八年には一名増員されて五名、五九年には二名減

の三名、六〇年には新規採用者一名を含む四名と毎年変動していること、③Ｙ２

東京営業部長が、Ｘ１に対し、すぐに売上に寄与するような仕事ではないので気

長な気持で業務に当たって欲しい旨述べていることからすれば、東京営業所に増

員の必要性があったとは認め難い。 

㈡ また、川越工場からの増員要請は係長職一名のみであったとしても、そのこと

から直ちに、Ｘ１を川越工場に配属すべき職場がないことになるとはいえず、か

えって、本件再配転当時、東京営業所の営業担当者は、焼結品の納期管理のため、

川越工場に赴くことが多くなり、本来の営業活動に充分な力を注ぐことができな

い実情であったことに徴せば、川越工場にＸ１を配属すべき職場がなかったとは

認め難い。 

㈢ 東京営業所が、組合活動の中心である川越工場から鉄道で一時間程度離れてい

ることから、Ｘ１が従前と同様に積極的な組合活動を行おうとするには、種々の

困難を伴うであろうことは想像するに難くなく、本件再配転により組合活動上の

支障が生じたことは否定し難い。 

㈣ そして、本件配転が旧執行部派の中心的存在であるＸ１を川越工場から排除す
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るために行ったものであること、並びに、東京営業所に増員の必要性があったと

は認め難いこと、川越工場にＸ１を配属すべき職場がなかったとは認め難いこと

からすれば、本件再配転は、二年後に自宅から通勤できる事業所に配属するとの

本件配転時におけるＸ１との約束の履行として行われたものとはいえ、Ｘ１の組

合活動を嫌悪していた原告が、旧執行部派が従前と同様に組合に対する影響力を

保っていることから、Ｘ１を川越工場へ復帰させれば、再び旧執行部派の中心と

して活発な組合活動を行うであろうことを恐れて、川越工場からＸ１を排除すべ

きものとして行ったと認めるのが相当である。 

㈤ したがって、本件再配転は労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該当する

というべきである。 

（原告の主張） 

１ 本件配転の正当性 

㈠ 浜松出張所における増員の必要性 

  浜松出張所には、本件配転当時、長期計画に基づく販売体制強化のため、営業

担当者一名を増員する必要があったことは、被告も認めるところである。 

㈡ Ｘ１を人選したことの合理性 

  被告は、①原告がヒートパイプの拡販にそれほど力を入れていたとは認め難い

こと、②焼結品が売上の九割前後を占める浜松出張所の実態及び右増員に関する

稟議書作成の経緯から、ヒートパイプに関する知識・経験を人選の最重点とする

ことは合理的とはいえないこと、③Ｘ１の後任として人選されたＺ１はヒートパ

イプに関する経験が最も少ないこと、の三点を挙げて、本件配転当時、原告がＸ

１を最適任であるとして人選したことの合理性について疑問がある旨主張する。

この三点がどのような論理的関係に立つのか必ずしも判然としないが、その趣旨

を善解すると、要するに、Ｘ１のヒートパイプに関する知識・経験が他の候補者

より勝ることを人選の「最重点」とすることは正しくないというにあると解され

る。 

  しかしながら、被告の右主張は、以下に詳述するとおり、根本的に誤っており、

原告がＸ１を人選したことには充分な合理性が認められるというべきである。 

⑴ そもそも、原告は、ヒートパイプについての知識・経験を「最重点」として

Ｘ１を人選したことはない。原告は、Ｘ１が焼結品に関して九年余りの経験を

有し、また、ヒートパイプに関しては約五年間の経験を有していることを総合

勘案して、候補に挙がった他の四名との比較のうえでＸ１を最適任と判断した

のである。被告は、この明確な事実を無視し、原告がヒートパイプについての

知識・経験を「最重点」として人選したという根拠のない立論をしているので

あって、これが失当であることは明らかである。 

⑵ 被告は、原告がヒートパイプの拡販にそれほど力を入れていたとは認め難い

旨主張し、その根拠として、①昭和五六年一月一九日の原告役員会で承認され

た同年度売上計画では、ヒートパイプの売上計画額が八〇〇〇万円となってい

るのに、同年三月の会社方針ではそれが六五〇〇万円と一五〇〇万円減少して

いる、②昭和五六年度会社方針には、ヒートパイプの拡販に関する具体的な記
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述が在存しない、③昭和五五年一二月の当初計画では、浜松出張所における昭

和五七年度のヒートパイプ売上目標が一億二三〇〇万円とされていたのが、昭

和五六年八月には売上見込みが七二〇〇万円とされ、しかも、昭和五七年度の

売上実績は一一〇〇万円と昭和五六年度の五八〇〇万円に比べて大幅に減少し

ている、④昭和五七年度会社方針には、ヒートパイプの売上目標は掲げられて

おらず、その理由の記載もない、などの諸点を挙げる。 

  しかしながら、被告の右主張は、次のとおり、失当である。 

① 昭和五六年一月一九日に承認された長期計画中の各年度の売上計画は、当

然のことながら、その時点までの売上実績見込みをベースに策定されたもの

であり、昭和五六年三月に策定された同年度の会社方針とは期間的に約二か

月のタイムラグが存する。そして、昭和五六年度会社方針を策定する時点に

おいて、昭和五五年度の売上実績が長期計画において見込んだ数字に達しな

い見通しだったので、長期計画中の昭和五六年度売上計画六五億円という数

字に見直しを加えて下方修正し、四億円減らして六一億円としたのである。

したがって、修正の対象は全製品にわたっており、焼結品は五三億五〇〇〇

万円から五一億七〇〇〇万円に、油圧ポンプは九億二〇〇〇万円から七億八

五〇〇万円に、ヒートパイプは八〇〇〇万円から六五〇〇万円に、特品は一

億五〇〇〇万円から八〇〇〇万円に、それぞれ減額している。このように、

昭和五六年度は、会社方針において全製品の売上目標を長期計画の数字より

減額修正したのであって、ひとりヒートパイプのみを減額修正したものでは

ない。 

  しかるに、被告は、ヒートパイプの減額修正のみに目を奪われているので

あって、これが誤りであることは明らかである。 

② 昭和五六年度会社方針には、六五〇〇万円（継続品五四〇〇万円、新製品

一一〇〇万円）というヒートパイプの具体的な売上目標及び特機品全体で対

前年度比一三三パーセントの売上となることが記載されている。この数字を

みれば、原告が、他の製品と同様に、ヒートパイプについても販売を拡張す

ることを期していたことが一目明瞭である。また、右会社方針には、特機関

係の重点施策として、販売、技術、生産及び品質の各項目にわたり具体的な

方策が記載されており、これは油圧ポンプに固有の事項を除きヒートパイプ

にも当然に当てはまるものである。 

  被告は、一体なにを根拠にヒートパイプの拡販に関する具体的記述がない

とするのか、全く理解に苦しむところである。もし、「ヒートパイプの主要

取引先との拡販に努める。」というような記載がないことを問題にしている

のであれば論外である。このような当たり前のことをわざわざ記載する経営

者はどこにもいないからである。 

③ 浜松出張所における昭和五七年度のヒートパイプの売上目標が減額修正さ

れているが、同年度の売上計画については、前述した昭和五六年度と同様に、

原告は全製品について売上目標を減額修正しているのである。すなわち、原

告の長期計画において、昭和五七年度の売上目標は全体で七七億円、製品別
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では焼結品六〇億円、特機一三億円（油圧ポンプ一一億五〇〇〇万円、ヒー

トパイプ一億五〇〇〇万円）、特品四億円（焼結ベント一億五〇〇〇万円、

フェルトペン二億五〇〇〇万円）であったが、残念ながら、昭和五七年度の

会社方針では、全体で六九億〇五〇〇万円、製品別では、焼結品五七億八五

〇〇万円、特機一〇億円、特品一億二〇〇〇万円と、いずれも売上目標の減

額修正を余儀なくされたのである。このように、売上目標の減額修正は、ひ

とり浜松出張所におけるヒートパイプだけでなく、全社かつ全製品に共通す

る問題である。被告がヒートパイプの減額修正のみを捉えて論じるのは見当

外れである。 

  次に、浜松出張所におけるヒートパイプの販売実績は、原告の期待に反し

て昭和五六年度以降大幅に減少しているが、これもひとりヒートパイプだけ

の問題ではなく、販売実績が計画を下回ったのは全社的かつ全製品にわたる

事情なのである。ところで、浜松出張所におけるヒートパイプの販売に係る

固有の事情をみるに、主要取引先は鈴木自動車工業株式会社（以下「鈴木自

工」という。）であり、同社に対しては昭和五五年一月からファミリーバイ

ク「スワニィー」向けにヒートパイプの量産納入を開始した。ファミリーバ

イクはほぼ二年ごとにモデルチエンジが行われており、鈴木自工でも「スワ

ニィー」の次期機種として「ジェンマ」というモデルの開発を始めた。原告

は、「ジェンマ」にもヒートパイプが採用されるよう努力したが、「ジェン

マ」はエンジンとキャブレターが近接している構造のため、結局、廉価な銅

棒が採用されて、ヒートパイプは採用されず、そのため、浜松出張所では昭

和五六年から昭和五七年にかけてヒートパイプの売上が大幅に減少すること

になったのである。また、ヒートパイプ販売の主要な役割を占めていた浜松

出張所がこのような状況となったため、昭和五七年度会社方針では、特機の

内数としてヒートパイプの売上目標を特に掲記することはしなかったのであ

る。 

  しかし、この間も、原告は、ヒートパイプの拡販努力を放棄したわけでは

なく、浜松出張所では、業績を回復するための営業活動を活発に行い、現に

「ジェンマ」の次のモデルである「ランディ」ではヒートパイプが採用され、

「ランディ」向けの量産納入に成功しているのである。また、技術部では、

昭和五六年以降も一貫してヒートパイプの研究・開発作業を続けていた。こ

のように、浜松出張所においては、昭和五六年以降、売上目標の減額修正を

余儀なくされるとか、売上実績が大幅に減少するという状況が生じたが、そ

の間も、ヒートパイプの拡販活動を一貫して続行し、技術部でも右拡販活動

をパックアップしてきたのである。 

  しかるに、被告は、売上目標の減額修正や実績の大幅減少という現象面の

みに目を奪われ、右のような事情を無視しているのであって、これが誤りで

あることは明らかである。 

⑶ 被告は、焼結品が売上の九割前後を占める浜松出張所の実態や、増員に関す

る稟議書作成の経緯から、ヒートパイプに関する知識・経験を人選の最重点と
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することの合理性についてにわかに首肯することができない旨主張する。 

  しかしながら、被告の右主張は、次のとおり、失当である。 

① 従前、浜松出張所では、春日井工場の焼結製造部門出身のＹ３所長が一人

で営業を担当しており、同所長は、焼結品の営業のベテランではあるが、ヒ

ートパイプについての知識・経験がないため、ヒートパイプの営業について

は、必要の都度、川越工場の技術担当者の応援を得て対処せざるを得ない状

況にあった。加えて、ヒートパイプの販売に関し、浜松出張所は昭和五五年

度三七〇〇万円、昭和五六年度五八〇〇万円の売上があり、これはヒートパ

イプの全社売上の八割以上を占めており、今後も販売を拡大する計画であっ

た。 

  そこで、原告は、人選基準として、ヒートパイプについては、技術部門か

らの応援なしに得意先と技術的な折衝を行い営業活動をなし得る程度の知

識・経験を有することを条件としたが、他方、焼結品については、ベテラン

のＹ３所長を補佐して営業活動をなし得る程度で良いとしたのである。この

ように、人選基準の策定に当たり、ヒートパイプと焼結品の知識・経験に軽

重をつけたのは、浜松出張所の業務の実態及び人員構成を考慮したからにほ

かならず、その合理性は明らかである。焼結品の売上が九割前後を占めてい

るとしても、残りの一割前後を占め数千万円の売上実績があるヒートパイプ

の拡販を無視することができないのはいうまでもなく、ヒートパイプの知識・

経験のないＹ３所長に代って、単独でヒートパイプの営業活動をなし得る従

業員を配置することが不合理である筈がない。 

② 稟議書作成の経緯については、次のとおりである。すなわち、Ｙ４名古屋

営業部長代理は、昭和五六年一月一四日に本社で開催された営業部会に出席

した際、浜松出張所の営業車が更新時期に来ていたことから、同日付けで営

業車更新の稟議書（甲第四四号証）を作成して上申したところ、この稟議は

同月二三日付けで承認され、同月末には浜松出張所に新車が配備された。と

ころで、Ｙ４部長代理は、右稟議書を作成する際、件名欄の金額を書き込む

欄に本来「１、０６４千円」と書き込むべきところ、誤って「１０、６４千

円」と記入して稟議書用紙を一枚書き損じてしまい別の用紙に書き直したが、

右営業部会が開催された時点では、浜松出張所の一名増員がまだ正式決定さ

れておらず増員を求める稟議書の提出を考えていたことから、右営業部会に

出席していた浜松出張所のＹ３所長に対し、右書き損じた稟議書用紙を手渡

して増員要請の稟議書の下書を起案するよう指示した。Ｙ３所長は、同月下

旬、右用紙に稟議書の下書を起案してＹ４部長代理に提出した。右用紙（甲

第四五号証）の起案要旨欄から意見欄にかけて記入してあるのが、Ｙ３所長

の下書部分である。Ｙ４部長代理は、これを一応参考にしながら、同月下旬

から翌二月冒頭にかけて、増員要請の稟議書を作成し、発行日付けとして本

社に提出する予定の昭和五六年二月六日を記入した。そして、Ｙ４部長代理

は、右稟議書を作成した直後、Ｙ３所長に会い、稟議書の内容でＹ３所長の

下書と異なる部分についてその趣旨を説明すると共に、その写し（甲第四六
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号証）を同所長に手渡した。ところが、本社では一月末に浜松出張所の増員

を正式に決定し、稟議書を提出する直前の二月五日頃、Ｙ４部長代理にその

旨連絡があったことから、結局、右Ｙ４部長代理作成の稟議書は本社に提出

されなかった。右稟議書に本社関係者の決裁印がないのは、このような事情

による。 

  次に、稟議書の内容についてみるに、Ｙ３所長が起案した稟議書の下書で

は、焼結品の販売計画のみを掲げ（ただし、単位の取違え、数字の間違いが

存する。）、補充すべき人材として、工業高校卒業以上で、できれば春日井

工場の現役が望ましい旨の記載があるのに対し、Ｙ４部長代理が作成した稟

議書では、浜松出張所における現状として、売上の増加に伴い納期管理、外

注管理が主になっていること、今後、浜松出張所の拡販計画を達成するため

には、得意先の技術・設計部門との折衝を増やし、その需要を先取りしてい

くことが必要であり、そのためには男子一名の増員が必要であると指摘し、

Ｙ３所長起案の下書にある補充すべき人材として工業高校卒業以上で、でき

れば春日井工場の現役が望ましい旨の記載は削除されている。これは、現地

の担当者であるＹ３所長が、浜松出張所で扱っている製品は春日井工場の焼

結品が多いという単純な考えから、春日井工場の現役から補充するのが最適

だと記載したのに対して、Ｙ３所長の上司で浜松地区の営業の責任者である

と共に中京、関西地区の営業活動を統轄しているＹ４部長代理は、浜松出張

所が原告におけるヒートパイプの売上額の八割以上を占めヒートパイプの営

業活動の拠点であることを考慮し、また、Ｙ３所長にヒートパイプの知識・

経験がないことを踏まえ、焼結品と併せてヒートパイプについても知識・経

験を有する従業員の補充が必要であると判断して、稟議書を作成したからで

ある。 

  被告は、Ｙ３所長が稟議書の下書に春日井工場の現役が最適と記載したこ

とや、Ｙ３所長が起案した稟議書の下書やＹ４部長代理の作成した稟議書に

はヒートパイプの拡販に触れられていないことから、原告がヒートパイプの

知識・経験に重点をおいた人選をするべきでないというもののようであるが、

上司から否定された現地所長の一意見に拘泥するものであって、失当である。 

⑷ 原告は、本件再配転の際のＸ１の後任として、Ｚ１を浜松出張所に配転した。

Ｚ１は、約一年間ヒートパイプの基礎研究に従事し、また、焼結品に関しては

七年以上の経験を有しており、本件配転時の人選の際にも候補者の一人として

名前の挙がった者である。本件配転時の人選の際に候補に挙がった五名のうち、

既に浜松出張所に転勤したＸ１を除けば、ヒートパイプと焼結品の両方に一定

程度の知識・経験を有するのはＺ２とＺ１の二名であることから、原告は、Ｘ

１の後任としてＺ２、Ｚ１の両名を比較検討したうえ、そのときの業務の都合

等の事情を考慮してＺ１を浜松出張所に配転することとしたのである。 

  被告は、Ｚ１はヒートパイプの経験年数が短いというが、前述したように、

原告は、ヒートパイプの経験年数だけを基準に浜松出張所への補充人員を決定

したものではないのであって、各候補者の焼結品及びヒートパイプに関する経
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験、担当業務の内容等を総合勘案して人選したのである。Ｘ１の人選との関係

で重要なのは、本件配転時にも候補者として名前の挙がった従業員の中から本

件再配転後のＸ１の後任が人選されたという事実であり、これに裏打ちされた

原告人事の一貫性である。被告は、このような本質的な点を看過している。 

⑸ 以上、詳述したとおり、原告がＸ１を人選したことには充分な合理性が認め

られるというべきである。 

㈢ 以上のとおりであって、本件配転当時、浜松出張所には、販売体制強化のため

営業担当者一名を増員する必要性があり（この点は被告も認めるところである。）、

かつ、配転対象者としてＸ１を人選したことには充分な合理性が認められるから、

Ｘ１を浜松出張所に配転した本件配転は、業務上の必要性を優に肯定し得るもの

であって、不当労働行為を構成する謂れはなく、本件配転が労働組合法第七条一

号所定の不当労働行為に該当するとした被告の認定・判断は違法である。 

２ 本件再配転の正当性 

㈠ 東京営業所における増員の必要性 

  被告は、①昭和五八年以降における原告の長期計画によれば、ヒートパイプは

重点販売計画製品とは認め難くなっており、東京営業所においては、ヒートパイ

プの具体的販売目標も存しないこと、②東京営業所の営業担当者の人員が毎年変

動していること、③Ｙ２東京営業部長がＸ１に対していったという発言内容を挙

げて、東京営業所に増員の必要性があったとは認め難い旨主張する。 

  しかしながら、被告の右主張は、以下に詳述するとおり、根本的に誤っており、

本件再配転当時、東京営業所には増員の必要性があったというべきである。 

⑴ 東京営業所の増員の理由について 

  東京営業所における増員は、焼結品、焼結ベントの売上計画を達成し、併せ

て新たに担当することになったヒートパイプの拡販のための基礎調査という東

京営業所全体の営業活動強化のためであり、単にヒートパイプだけの問題では

ない。東京営業所では、ヒートパイプが試作納入の段階に留っていたため、原

告は、ヒートパイプを重点販売計画製品にしたことはなく、ヒートパイプの具

体的な販売目標額も設定していないのである。 

  そして、東京営業所に赴任後のＸ１は、焼結ベントとヒートパイプ全般を担

当し、焼結ベントについては具体的な売上目標額を設定して拡販に務め、ヒー

トパイプについては売上計画を設定せず拡販の基礎固めのための調査活動を行

ったのである。 

  被告は、東京営業所において増員を必要とする理由を殊更にヒートパイプに

矮小化して論じているのであって、失当というほかはない。 

⑵ 東京営業所における営業担当者数の変動について 

① 昭和五八年から六〇年までの東京営業所に所属する営業担当者の人数の推

移は、次のとおりである。すなわち、五八年八月時点で、男子五名（Ｚ３、

Ｘ２、Ｚ４、Ｚ５、Ｘ１）、女子一名、ほかに下部組織の北関東出張所に男

子一名（Ｚ６）、五九年八月時点で、男子三名（Ｘ２、Ｚ４、Ｘ１）、女子

一名、ほかに北関東出張所に男子一名（Ｚ７）、六〇年五月時点で、男子四
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名（Ｘ２、Ｚ４、Ｚ８、Ｘ１）、女子一名、ほかに北関東出張所に男子一名

（Ｚ７）である。 

② 昭和五八年八月、Ｘ１を配属して営業担当者を一名増員したのは、前述の

とおり、焼結品、焼結ベントの売上計画の達成及びヒートパイプの拡販のた

めの基礎調査という東京営業所全体の営業活動を強化するためである。 

③ 昭和五九年八月、Ｚ３とＺ５の両名が東京営業所から川越工場に転出した。

この異動で、東京営業所は営業担当者が二名減員となったことから、従前の

業務分担を、次のとおり、大幅に変更した。 

  まず、Ｚ３が担当していた主力得意先を全て北関東出張所の扱いに変更し

た。同出張所は取引額が減少傾向にあり、従前月商二〇〇〇万円程度であっ

たものが、昭和五九年八月当時には月商一〇〇〇万円程度にまで減少し、更

に引き続き減少することが避け難い見通しであった。そのため、同出張所の

廃止も検討されたのであるが、取引額が減少しているとはいえ、創業当時か

らの古い取引先も多い同出張所を廃止することは取引の信義上好ましくない

と判断され、結局、従前はＺ３が担当していた主力得意先を全て北関東出張

所の扱いに変更して同出張所を存続させることとなったのである。 

  次に、ペアで営業活動を行っていたＸ２・Ｚ４の両名を独立させて単独で

営業活動を行わせると共に、翌年五月に新人一人を配属して対処することと

し、新人が配属されるまでのつなぎとして、本来、特定の取引先を担当しな

いＹ５東京営業所長が暫定的に取引先を担当することになった。そして、Ｘ

２・Ｚ４の両名のペアとＺ５が担当していた取引先を改めて二分してＸ２と

Ｚ４がそれぞれ担当し、Ｚ３が担当していた業務のうち北関東出張所に移管

しなかった残りの約二割相当の分をＹ５東京営業所長が担当することとなっ

た。なお、Ｘ２は、昭和五八年八月の異動で川越工場の製品係長から東京営

業所配属となった者で、営業は初めての経験だったことから、Ｚ４とペアで

営業活動に当たっていたが、一年経過した昭和五九年八月に一本立ちするこ

ととなったものである。 

④ 昭和六〇年五月、新規採用のＺ８が東京営業所に配属された。 

  そこで、Ｙ５東京営業所長は、右取引先の担当から外れ、東京営業所では、

Ｘ２、Ｚ４、Ｚ８、Ｘ１の四名で営業活動を行うこととなった。 

⑤ このように、昭和五九年八月に東京営業所は二名減員となったが、ほぼ一

名分の業務は北関東出張所に移管しており、その残りと他の一名分について

は、ペアを解消して一本立ちしたＺ４・Ｘ２が分担すると共に、Ｙ５東京営

業所長も得意先を分担し、昭和六〇年五月には新人一名を投入して営業員四

名の体制となっているのであって、昭和六〇年五月以降、昭和五八年九月当

時の五名体制に比べて一名少ない体制となっているが、それはほぼ一名分の

仕事量が北関東出張所に移管されたことによるもので、北関東出張所を含む

東京営業所全体の業務量が減少したわけではないのである。 

⑥ 以上の次第で、東京営業所において、昭和五八年八月にＸ１を配属して営

業担当者一名を増員したことと、その一年後の昭和五九年八月に営業担当者
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二名を減員したこととはなんら矛盾するものではなく、この点に関する被告

の主張は誤りである。 

⑶ Ｙ２東京営業部長の発言 

  被告は、Ｙ２東京営業部長が、Ｘ１に対し、すぐに売上に寄与するような仕

事でないので気長な気持で業務に当たって欲しい旨述べた旨主張しているが、

誤りである。 

  Ｙ２東京営業部長は、Ｘ１の分担について、東京営業所における焼結ベント

全般とヒートパイプの営業を担当して貰う旨話をし、更に、ヒートパイプの営

業に関して、東京地区においては、一〇社ほどの特機部から引き継いで今日ま

できたけれども、充分な営業活動がされていないので、浜松でのＸ１のキャリ

アを生かして、それらの得意先をもう一度洗い直し、また、新たな得意先を開

拓するため頑張って貰いたい旨話をしたのである。東京営業所ではヒートパイ

プについて未だ実績といえるほどの売上がないため、Ｙ２東京営業部長は、今

後のＸ１の営業活動に期待する趣旨で右の発言をしたのであって、至極当然の

発言である。 

㈡ 川越工場に増員の必要性がなかったことについて 

  被告は、東京営業所の営業担当者が焼結品の納期管理のため川越工場に赴くこ

とが多いというのであるから、Ｘ１を川越工場に配属すべき職場がないことには

ならない旨主張している。 

  しかしながら、営業担当者が川越工場に赴くのは、同工場の業務に従事するた

めではなく、得意先に対する製品の納期管理の一環として、同工場の生産管理課

と生産する製品の調整について打合せをするためである。このような納期管理業

務のため、本来の営業活動に充分な力を注ぐことができない状況にあったからこ

そ、営業部門を増員して営業体制を強化しようとしたのである。そして、本件再

配転当時、川越工場で増員が予定されたのは特機部の係長職一名だけであり、他

に増員すべき職場は存在しなかった。 

㈢ 以上のとおり、本件再配転当時、東京営業所には増員の必要性が認められたの

に対して、川越工場には増員の必要性がなかったのである。そして、二年後に自

宅通勤の可能な事業所に戻すという本件配転の際のＸ１との約束を履行するため

には、Ｘ１を東京営業所か川越工場のいずれかに配転する以外になかったのであ

るから、Ｘ１を東京営業所に配転した本件再配転は、業務上の必要性を優に肯定

し得るものであって、不当労働行為を構成する謂れはなく、本件再配転が労働組

合法七条一号所定の不当労働行為に該当するとした被告の認定・判断は違法であ

る。 

３ 本件配転及び本件再配転がＸ１の組合活動を理由とする不当労働行為であるとす

ることへの反論 

  被告は、本件配転は、旧執行部派に敵対意識を有していた原告が、その中心的存

在であるＸ１を川越工場から排除し、その影響力を削ぐために行ったものであり、

本件再配転は、Ｘ１の組合活動を嫌悪していた原告が、旧執行部派が従前と同様に

組合に対する影響力を保っていることから、Ｘ１を川越工場へ復帰させれば、再び
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その中心として活発な組合活動を行うであろうことを恐れて、Ｘ１を川越工場から

排除すべきものとして行ったもので、いずれも不当労働行為に該当すると主張する。 

㈠ しかし、旧執行部派なるものの人的範囲、具体的な組織及びそこでのＸ１の役

割も不明であるが、それはさておくとして、昭和五三年以前に組合役員を経験し

たことのある者が旧執行部派に属するとすると、昭和五〇年から五二年にかけて

組合役員を経験した者は合計一〇名に達する。そのうちで昭和五〇年代に転勤の

対象となったのは、Ｘ１の一人のみで、他の者は、全て川越工場内に配置され、

Ｘ１の転勤後も依然として組合役員への立候補を続け、従前どおりの活動を行い、

しかも、一貫して四割前後の得票率を維持している。Ｘ１に対する本件配転及び

本件再配転が旧執行部派の活動に支障を与えたことは考えられない。 

㈡ また、原告は、Ｘ１が旧執行部派の中心的活動家或いは中心的存在であるとの

認識をもったことはないし、Ｘ１自身もそのような主張をしていない。昭和四五

年以後の旧執行部の役員構成をみると、その中心的存在ないし中心的活動家は、

Ｘ１ではなく、八期連続して委員長を務めたＸ３（以下「Ｘ３」という。）であ

ると考えるのが常識に適う。Ｘ３は、昭和四五年以前にも副委員長と書記長を各

二期務めている。Ｘ１は、昭和四八年から五〇年にかけて執行委員、昭和五一年、

五二年に書記長を務めたものの、組合を代表する立場に立ったことは一度もなく、

精々、Ｘ３を中心に活動していたその他役員の一人に過ぎない。Ｘ１一人によっ

てＸ３執行部が運営されていたという事実はないし、昭和五五年に書記長に立候

補して落選してからは、一組合員に過ぎず、表立った活動はしていない。原告と

しても、Ｘ１はかつて組合活動家の一人であったという程度の受け止め方をして

いたに留まり、原告とＸ１との間に対立関係があったこともない。 

㈢ Ｘ１が浜松出張所に転勤することによって同人の組合活動に一定の制約ないし

支障が生ずることは、事実であろうが、それは誰が転勤しても同じであって、Ｘ

１に特有の問題はない。そのようなことを使用者が一々配慮する必要はないし、

組合活動家であるからといって人事異動において特別扱いする理由はない。また、

東京営業所にいると、川越工場にいるような組合活動ができないとしても、それ

は東京営業所に所属する従業員に共通のことであって、Ｘ１一人に限ったことで

はない。原告としては、Ｘ１に対して川越工場での組合活動を保障すべき義務は

ないし、組合三役や執行委員に当選した場合を仮定したうえで支障の有無を議論

するのは、方法論として誤りである。 

㈣ 被告は、Ｘ３が組合の委員長をしていた昭和五三年以前の労使関係を取り上げ

て、原告の姿勢を問題にするが、労使間の協議の進展具合いかんに拘らず、予め

設定した闘争スケジュールに基づきありとあらゆる争議行為を反復、展開すると

いう当時の組合の闘争方針やその実態を考慮しないものであって、そこでの原告

の対応をもって不当労働行為意思の徴憑とするのは誤りである。また、昭和五三

年以前のＸ３執行部当時の労使関係は、あくまで原告と組合という組織間の関係

であって、そこに対立関係があったとしても、特定の組合員との個別的な関係で

はなく、それをもって直ちに、原告とＸ１との対立関係と同視するのは誤りであ

る。 
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（補助参加人の主張） 

１ 本件配転及び本件再配転の不当労働行為性 

㈠ 本件配転及び本件再配転の本質 

  本件配転及び本件再配転は、いずれも、組合員の九〇パーセント以上が在籍し、

Ｘ１らが主導権をもっていた旧執行部が依然として一定の影響力を有している川

越工場から、Ｘ１を排除することを目的とした不当労働行為である。 

㈡ 原告の旧執行部及びその後身である旧執行部派に対する激しい敵意と露骨な嫌

悪の情 

⑴ 原告は、昭和四七年、トヨタ大争議における闘争委員長、「全自動車」労組

の中央執行委員長などの経験を有するＹ１を役員に迎えて以来、事あるごとに

旧執行部を攻撃し、その結果として、昭和五三年八月の組合役員選挙で労使協

調派執行部を成立させるのに成功した。しかしながら、旧執行部派は、その後

も、組合役員選挙で四〇パーセント前後の得票を得るなどその影響力が大きか

ったことから、原告は、引き続く旧執行部派攻撃の一環として、本件配転及び

本件再配転を断行したのである。 

⑵ 原告が、合理化、労働強化に反対して果敢に闘ってきた旧執行部を嫌悪し、

これに敵意を抱いてきたことを示す事実は、無数にあるが、以下に象徴的なも

のを示す。 

① 原告は、昭和四八年四月、旧執行部を闘争至上主義と断定したうえ、組合

幹部の態度は原告を破滅に追い込む、組合員の生活確保を唱えながら、その

実は組合員の生活の糧を奪っている旨の「全従業員に訴える」と題する文書

を全従業員に配付し、公然と露骨な旧執行部批判、支配介入を行った。 

② 右のほか、原告は、次のとおり、機会あるごとに、労使が協調すべき旨を

従業員に直接訴え、労使協調組合の変質化への策動を強めていった。①合理

化アレルギーではなく、合理化自体を自らの問題として認識し、原告と共に

協力していく態度でない限り、原告も労働組合もこれからの困難な状況は乗

り切れない、②経済情勢は、我々が過去の甘い労使関係の見直し、つまり今

日の実態に即した安定したストのない労使関係を作り上げることを要請して

いる、生産を上げ、利益を増やしてこそ、労働条件の向上が図れる、③労使

が協力し企業を守り、発展を図り、その中から労働条件の向上を生み出して

いくしか道はないのである、④労働組合も、同じような方針ではなく、今日

に適応する組合の方針はどうあるべきかを考えて貰いたいと思う、などと従

業員に訴えたのである。 

③ また、原告は、昭和四九年一月、Ｙ１を専務から社長に昇格させると共に、

同年九月、それまで総務部の一部署に過ぎなかった人事部を独立させ、組合

変質化への本格的な体制固めをする一方、下級職制に対する係長研修、係長

会議の名による意識変革教育を行い、昭和五二年の春闘時には、スト権投票

に当たって非組合員たる管理職が組合員に反対投票を求めるといった支配介

入まで行うようになった。 

④ このような支配介入が続く中で昭和五三年八月の組合役員選挙が行われた
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が、この選挙の際、原告は、次のように、労使協調的な執行部を作り上げる

ため露骨な選挙干渉をした。 

  第一に、旧執行部を非難、中傷する「正常な労働組合について我々の基本

的な考え方」と題する文書を配付した。なお、その内容が余りにも原告の主

張と酷似していることなどからみて、この文書が原告の手によるものである

ことは明らかである。 

  第二に、職制を通じて、旧執行部を支持する組合員に対し、定期昇給や一

時金査定の際の悪影響をほのめかし、また、旧執行部及びその支持者たちが

企画するレクリエーション活動への不参加を促すほか、組合での発言を捉え

て問責するなど、数々の嫌がらせや脅しをもって、旧執行部と組合員の切り

離しや、旧執行部の孤立化を図った。 

⑤ このようにして、昭和五三年八月の組合役員選挙で労使協調的な執行部が

成立した後も、原告は、一方で、従業員に対して、①東京焼結の中で、一部

に経営と従業員の関係は対立関係にあると説く人がいるが、あるのは機能分

担であり、基本的な対立などあり得ない、②原告発展の基礎は、労使の協調

とそれによる生産性の向上にあり、その体制の上に業績が向上してこそ労働

条件の改善を図ることができる、などと労使協調の必要を訴えて旧執行部批

判を行いながら、他方で、旧執行部の一員であるＸ３、Ｘ４の行った正当な

ビラ配付に対して不当な警告を行って弾圧したほか、旧執行部派の者たちと

組合員とを引き離すための嫌がらせや脅しを続けた。 

⑶ 原告が、旧執行部を嫌悪し、これに敵意を抱いてきたことは、業界誌「素形

材」昭和五九年一一月二〇日号に掲載されたＹ１の随想によって、決定的に明

らかである。そこにおいて、Ｙ１は、①人材派遣の要請に対して、トヨタが重

視したのは、原告の労使関係であった、絶えず激突している労使関係を正常化

しない限り、原告の発展はあり得ないと判断したのであった、そこで、昭和二

五年のトヨタ大争議における闘争委員長、全自動車労組中央執行委員長等の長

い労働運動の私の経験を買っての派遣であった、②昭和四七年五月の株主総会

で取締役就任、専務に就任するやいなや、夏季一時金交渉に責任者として引っ

張り出され、労働組合との対決が始まった、③業界の人との付き合いよりも、

こちらは労働組合との対決と経営の立て直しが重要であった、④労働組合の激

しい反対闘争を排除して、目的としたことを成し遂げた、⑤私が原告に着任し

た目的であった階級的労働運動を排除して、健全で、建設的な労使関係を作り

上げていくということは、着任以来五年を経てほぼでき上がった、⑥それ以降、

労使関係を更に相互信頼に基づく労使協調の関係に相互に成長すべく努力して

いるところであり、その成果も上がってきている、などと述べているのである。 

  右「素形材」の発行時期からみて、右⑤の「階級的労働運動の排除が着任以

来五年を経てほぼでき上がった」というのが、昭和五三年八月の労使協調派執

行部の成立を指し、また、右⑥の「それ以降、労使関係を労使協調の関係に相

互に成長すべく努力しており、その成果も上がっている」というのが、本件配

転や本件再配転、昭和五七年頃からの生産性研修を指すことは明白である。 
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⑷ 以上のとおり、原告が、旧執行部及びその後身である旧執行部派に対して、

労使協調による生産性向上に敵対し絶えず激突しているような労使関係を作り

出す許すべからざる存在であると認識し、激しい敵意と露骨な嫌悪の情を抱い

ていたことは明白である。 

㈢ Ｘ１の旧執行部派における中心的な役割と本件配転及び本件再配転の不当労働

行為性 

⑴ Ｘ１は、まさしく旧執行部派の中心的存在として、とりわけ本件配転の直前

には、書記長当選にあと一歩のところまで肉薄する勢いを示すほどの活発な組

合活動を展開してきたのである。すなわち、①Ｘ１は、昭和四八年八月以降、

昭和五六年八月まで毎年必ず組合役員選挙に立候補し続けてきたこと、②中で

も、昭和五一年八月、五二年八月、五三年八月、五五年八月の各選挙では、要

職である書記長に立候補してきたこと（昭和五六年八月も当初は書記長に立候

補の予定であった。）、③昭和五五年八月の役員選挙では、書記長候補として

落選するも対立候補との票差二八、得票率四三パーセントと当選にあと一歩の

ところまで肉薄し、翌昭和五六年八月の役員選挙では書記長当選への期待が強

まっていたこと、④併せて、昭和五五年九月以降、「こぶし」の発行責任者と

なり、プレス二勤問題、春闘、一時金などについて見解を表明し積極的な組合

活動を行ってきたこと、⑤組合機関誌「なかま」への投稿を積極的に行い、組

合役員選挙の際も積極的に意見を公表し、その他の組合の集会等でも積極的に

発言をして、組合員の生活と権利を守る立場から、合理化攻撃に対して果敢に

闘ってきたこと、などの事実に照らせば、Ｘ１が文字どおり旧執行部ないし旧

執行部派の中心的な活動家として活発な組合活動を行ってきたものであること

は、誰の目にも明らかである。 

⑵ そして、原告は、右のようなＸ１の活動状況を充分に承知していたのである

から、本件配転が、昭和五六年度の定期人事異動を利用して、Ｘ１を組合と川

越工場の職場から切り離し、原告の合理化攻撃に反対する旧執行部派とその支

持者たちの士気をくじくと共に、昭和五六年八月に行われる組合役員選挙を乗

り切ることによって、プレス完全二勤制度の導入を初めとする利益倍増計画の

実現に向けての原告の合理化策を貫徹させることを狙ったものであることは、

明白である。 

  本件配転に込められた原告の狙いが右のようなものであることは、本件配転

の結果、Ｘ１が、昭和五六年八月の組合役員選挙で副執行委員長候補に立候補

しながら、立候補資格を失ったのに対して、逆に、この選挙で労使協調派執行

部の存続に成功した原告が、新執行部の成立から僅か一か月後の同年一〇月二

日、原告提案からみても僅か三か月後に、プレス完全二勤協定の締結を難なく

実現したことによって実証されている。このことは、昭和五四年五月に原告が

提案したプレス二勤の合理化提案が昭和五五年一二月に実現するまで一年半以

上を要したことと対比するとき、より一層明らかであって、本件配転が旧執行

部派の活動に重大な支障を与えたことを意味する。 

⑶ ところで、川越工場では、本件配転の後も旧執行部派が依然として相当の勢
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力を維持しており、旧執行部派の一員であるＸ１がここに戻れば、その活動歴、

人柄からみて、反労使協調派の有力なメンバーとして熱心に組合活動を行い、

一般組合員に多大の影響力を及ぼすであろうことは明らかであり、その影響力

次第では、旧執行部派が再び組合執行部に復活する可能性も充分にあったので

ある。そこで、原告は、旧執行部派が複活してせっかくの長年にわたる努力が

水泡に帰することを恐れ、Ｘ１の活動を封殺し、かつ、一般組合員との接触を

断つべく、川越工場からの排除を目的として本件再配転を断行したのである。 

２ 本件配転及び本件再配転の必要性、合理性に関する原告の主張に対する反論 

  本件配転及び本件再配転の必要性、合理性に関する原告の主張は、以下に述べ

るとおり、矛盾に満ちており、そこに一貫性があるとすれば、それはＸ１を川越

工場から排除するという一点だけである。 

㈠ 本件配転について 

⑴ 原告は、原告がヒートパイプの拡販にそれほど力を入れていたとは認め難い

とした被告の主張を縷々論難する。 

  しかしながら、次のとおり、原告がヒートパイプの拡販にそれほど力を入れ

ていたとは認め難い旨の被告の主張は正当である。①長期計画における製品売

上目標は、昭和五六年度は特機（ヒートパイプ等）に重点がおかれているが、

長期的には特品（焼結ベント等）の拡販に重点がおかれており、また、この長

期計画にはヒートパイプの具体的な売上目標額の記載がないこと、②昭和五六

年一月一九日の役員会で承認された同年度売上計画では、ヒートパイプの売上

計画額が八〇〇〇万円となっているのに、同年三月の会社方針ではそれが六五

〇〇万円と一五〇〇万円減少していること、③昭和五六年二月一〇日のトヨタ

自工との経営懇談会の席上で説明された長期計画には、ヒートパイプ拡販の具

体的記述がなく、また、ヒートパイプは最重点新規品に含められていなかった

こと、④昭和五六年度会社方針には、ヒートパイプの拡販に関する具体的な記

述がなく、また、販売の重点方策として、トヨタグループのシェア拡大とパワ

ーステアリング部品の拡張販売を軸にした売上目標の達成を図ることが挙げら

れていたこと、⑤浜松出張所における昭和五七年度のヒートパイプ売上目標額

が、昭和五五年一二月の当初計画では一億二三〇〇万円とされていたのが、昭

和五六年八月には売上見込み七二〇〇万円と減額され、しかも、昭和五七年度

の売上実績は、一一〇〇万円と昭和五六年度の五八〇〇万円に比べて大幅に減

少していること、⑥昭和五七年度会社方針には、ヒートハイプの売上目標は掲

げられておらず、その理由の記載もないこと、⑦浜松出張所の増員に関して、

被告主張のような稟議書が作成されていること、⑧ヒートパイプの営業用パン

フレットなどは特に作成されておらず、必要があれば、昭和五〇年に作成した

「ヒートパイプ技術資料」を抜粋するなどして対応していたこと、などの諸点

に照らすと、本件配転当時、原告にはヒートパイプの拡販計画が存在しなかっ

たことは明白だからである。 

  なお、原告は、昭和五六年度のヒートパイプの売上目標額の減額修正につい

て、焼結品、油圧ポンプ、特品の売上目標額についても同様であり、ヒートパ
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イプだけを減額修正したのではない旨弁解するが、このような主張自体、ヒー

トパイプも他の製品と同様の扱いをしていたことに過ぎないことを自認するも

のであって、ヒートパイプの拡販に力を入れていたことの論拠とはならないと

いうべきである。 

⑵ 原告は、Ｙ３所長やＹ４名古屋営業部長代理が作成した稟議書について、そ

の作成経緯を縷々弁解し、補充すべき人材として、工業高校卒業以上で、でき

れば春日井工場の現役が望ましい旨の記載は、Ｙ３所長の個人的な発想に過ぎ

ないとして、これを無視しようとしている。 

  しかしながら、原告がどのように弁解し、また、浜松出張所に増員の必要性

があったとしても、その現場の長であるＹ３所長が求めていた人材は、工業高

校卒業以上で、できれば春日井工場の現役が望ましく、場合によっては新聞広

告による公募でも良いと考えていたことは、紛れもない事実であり、原告もこ

れを否定できないのである。 

  そして、浜松出張所の売上の九〇パーセントは春日井工場で製造された焼結

品で、しかも、前述のように、ヒートパイプの拡販計画など存在しなかったの

であるから、Ｙ３所長が右のように考えたのは至極当然のことであるにも拘ら

ず、原告は、Ｙ３所長の個人的な発想に過ぎないとして、これを無視しようと

しているのである。また、Ｙ４が作成した稟議書にも、各得意先の技術、設計

部門との接触を増やしてその需要を先取りする必要があると記載されているだ

けで、ヒートパイプ拡販との関係については一言も触れられていないのである。 

⑶ 原告は、本件再配転後のＸ１の後任にＺ１を人選したことについて、ヒート

パイプの経験年数だけを基準に浜松出張所への補充人員を決定したものではな

く、Ｚ１が焼結品に関して七年以上の経験を有していることをも考慮した旨主

張している。 

  しかしながら、これは、原告としても、Ｚ１が本件配転の人選の際に候補に

挙がった者の中でヒートパイプの経験が一番短いことを事実として認めざるを

得ないことから、弁解に窮して、今度は、Ｚ１は焼結品に関して七年以上の経

験を有していると主張しだしたものであり、まさに支離滅裂というほかはない。 

㈡ 本件再配転について 

⑴ 東京営業所における増員の必要性の不存在 

  原告は、東京営業所に増員の必要性があったものとは認め難いとする被告の

主張を論難し、本件再配転当時、東京営業所には増員の必要性があった旨主張

するが、以下に述べるとおり、原告の右主張は失当である。 

① 原告は、被告の主張を非難して、東京営業所における増員は、焼結品、焼

結ベントの拡販及びヒートパイプの拡販のための基礎調査という東京営業所

全体の営業活動強化のためであり、単にヒートパイプだけの問題ではない旨

主張する。 

  しかしながら、原告の右主張を前提にしても、本件再配転当時、東京営業

所に増員の必要性はなく、ましてＸ１を配属しなければならない必要性は全

くなかったのである。すなわち、ヒートパイプについてみるに、東京営業所
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においては、昭和五八年度のヒートパイプの具体的な拡販目標が存在しなか

ったのである。ヒートパイプの売上は、全社的にも、昭和五六年度をピーク

に激減しており、まして東京営業所におけるヒートパイプの販売実績は、最

高の昭和五七年度においてすら一〇〇万円、全社売上の僅か七パーセントに

過ぎず、昭和五五年度、五六年度においては各二〇万円、全社売上の〇・四

パーセント、〇・三パーセントという状況であり、昭和五八年度は僅かに一

〇万円、五九年度、六〇年度は共に売上零というものであり、これでは昭和

五八年度の具体的売上目標の立てようがなかったはずであり、精々、原告が

主張するように、ヒートパイプの拡販のための基礎調査という程度の目標し

か立てられなかったのである。そして、この程度の目標のために、増員をす

る緊急性も特段の必要もないことはいうまでもない。まして、ヒートパイプ

について知識、経験を有するＸ１を配属する必要性はない。 

  次に、焼結ベントについてみるに、焼結ベントは、商品の性質上、継続し

て大量の受注を望めなく、新規開拓のための営業活動を行い得意先を増やす

以外に拡販の方法はないのであるから、長期的視野に立って地道に営業活動

を積み重ねることが、拡販のための唯一の方法なのであって、緊急にそのた

めの増員をしなければならないといったものではない。加えて、従前、焼結

ベントの拡販は、東京営業所の営業所員のほぼ全員が行っていたものであっ

て、特段の知識・経験を有する必要はなく、いわば誰が行ってもよいのであ

るから、そのためにＸ１を配属しなければならない特段の必要性があったと

は到底認め難い。更に、焼結品についていえば、東京営業所に赴任後のＸ１

が焼結ベントとヒートパイプ全般を担当し、焼結品を担当しなかったことか

らみて、焼結品の拡販に当たらせるためにＸ１を東京営業所に配属したもの

でないことは明白である。 

  このように、焼結品はもとより、ヒートパイプ、焼結ベントのいずれにつ

いても、Ｘ１をあえて東京営業所に配属してその営業活動を行わせなければ

ならない必要性は全く認められないのである。 

② 原告は、東京営業所における営業担当者（北関東出張所を除く。）の人数

が変動していることについて、縷々弁解している。 

  しかしながら、昭和五八年八月に必要があってＸ１を配属し五人体制にし

たものを、なにゆえ、その僅か一年後の昭和五九年八月に二名減員して三名

体制にしたのか、合理的な説明をしていない。すなわち、原告は、三人体制

にしても、業務分担を変更したり、ペアで営業活動を行っていたものを単独

で行わせるようにしたりなどして対処しており、それで支障がないかのごと

く主張するが、もしそうであるならば、昭和五八年においても、業務分担の

変更等をすることに特段の支障があったとは考え難いのであるから、そのよ

うにすれば足りたのであって、あえて増員する必要はなかったはずである。

また、原告は、昭和六〇年五月に新規採用者一名を配属して四人体制になっ

たとも主張するが、これも弁解にならないどころか、要するに、新規採用者、

つまり当分の間はＺ４とペアを組んで営業活動に従事させる程度の新人を含
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めて四人いれば、仕事の分担を多少手直しすることで東京営業所の営業活動

は充分に賄えることを自ら認めるものにほかならないのである。 

③ 原告は、Ｙ２東京営業部長が、Ｘ１に対し、「すぐに売上に寄与するよう

な仕事でないので気長な気持で業務に当たって欲しい。」といった旨の被告

の主張を非難し、Ｙ２は、Ｘ１に対し、ヒートパイプの営業に関して、東京

地区においては、一〇社ほど特機部から引き継いで今日まできたけれども、

充分な営業活動がされていないので、浜松でのＸ１のキャリアを生かして、

それらの得意先をもう一度洗い直し、また、新たな得意先を開拓するため頑

張って貰いたいと話したに過ぎない旨主張する。 

  しかしながら、Ｙ２の発言が、仮に原告主張のとおりだとしても、それは、

「すぐに売上に寄与するような仕事でないので気長な気持で業務に当たって

欲しい。」ということを言葉を換えていったに等しいというべきである。 

④ 以上のとおり、本件再配転当時、東京営業所において増員の必要性があっ

たとは到底考えられず、仮に百歩譲っても、原告の主張する増員の必要性と

は、一般的、抽象的な必要性をいうに留まり、Ｘ１を東京営業所に配属しな

ければならない具体的な必要性は全く存在しないのである。 

⑵ 川越工場における増員の必要性の有無について 

  原告は、本件再配転当時、川越工場で増員が予定されたのは特機部の係長職

一名だけであり、他に増員すべき職場は存在しなかった旨主張する。 

  しかしながら、これは、川越工場からは右係長職一名のほか増員希望がなか

ったというだけであり、人事部などがＸ１を川越工場に戻すための検討とか、

働き掛けとかを行った形跡は全くないのである。先に、原告は、浜松出張所の

増員要請については、現場の長の意向は個人的なもので原告の方針が優先する

かのごとき主張をしておきながら、今度は、現場から要請がなかったのだから、

戻す職場は存在しなかったと主張するものであって、不誠実極まりない。 

  そして、本当に川越工場にはＸ１を戻す職場がなかったかといえば、そうで

はなかったのである。すなわち、Ｘ１が本件配転前に所属していた技術部第二

技術課には、昭和五七年七月、大学の動力機械工学科を卒業し同年三月に新採

用されたＺ10が、また、昭和五八年五月、大学の機械工学科を卒業し同年三月

に新採用されたＺ９が、それぞれ配属され、複合材の材料開発やその製品に関

する研究開発の業務に従事していたのであるが、右両名とも、程なくして配置

換えとなり、複合材の材料開発などとは全く異なった業務に従事していること

からみて、右両名が複合材の材料開発などに専念する目的で配属されたとは到

底認め難く、右両名の従事していた業務が、工業高校出身で本件配転まで勤続

一四年、技術歴五年の経験をもつＸ１の知識、経験をもってしても務まらない

ものであったとは考え難い。また、原告は、本件再配転後のＸ１の後任として

Ｚ１を川越工場から浜松出張所に配転したのであるから、少なくともＺ１が所

属していた焼結製造部は一名欠員となったはずであり、そこにＸ１を戻す余地

はあったはずである。更には、原告は、昭和五八年度会社方針で、生産効率を

高め、納期遅れを零にすることを重点目標に掲げていたのであるから、生産部
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門の強化が緊急の課題だったはずであり、この点からも、川越工場の生産部門

にＸ１を配属する余地がなかったとは認め難いというべきである。なお、原告

は、営業担当者が納期管理業務のため川越工場に赴くことが多く、本来の営業

活動に充分な力を注ぐことができない状況にあったからこそ、営業部門を増員

して営業体制を強化しようとした旨主張するが、もしそうであるなら、根本的

な問題は生産部門を強化して納期遅れを解消することにあるはずであり、この

点を解決しないことには、営業担当者をいくら増員しても焼け石に水のはずで

ある。 

第三 争点についての判断 

一 本件紛争の経緯 

１ 本件配転に至るまでの労使関係など 

  いずれも成立に争いがない甲第三六号証の一、二、第一四六号証、乙第二三ない

し第二五、第二七ないし第三〇、第三四、第四一、第四八、第四九、第五五、第五

八、第八〇、第八六ないし第九〇、第一〇二号証、いずれも原本の存在及び成立に

争いがない甲第三五号証の一ないし四、第一一三、第一一六、第一二一、第一二四、

第一二八号証、乙第五二号証、右甲第一一三号証により成立が認められる甲第一六

号証、右甲第一一三号証により原本の存在及び成立が認められる甲第一七号証、右

甲第一一六号証により成立が認められる甲第三四号証、右甲第一二一号証により成

立が認められる乙第一五号証、右甲第一二四号証により成立が認められる甲第三三

号証（乙第六七号証と同一）、右乙第八六号証により成立が認められる乙第一六、

第一七、第六〇号証、右乙第八九号証により成立が認められる乙第六八号証、証人

Ｙ６の証言により成立が認められる甲第一四五号証、証人Ｘ１の証言により成立が

認められる丙第三号証、証人Ｙ６、同Ｘ１の各証言並びに弁論の全趣旨を総合する

と、次の事実が認められ、この認定を覆すに足りる証拠はない。 

㈠ 原告は、昭和三七年頃から、トヨタ自工との取引を開始し、昭和四七年五月、

トヨタ自工で労働組合の委員長を務めたこともあるＹ１を専務に迎え入れた。 

㈡ 組合は、昭和四五年以降、Ｘ３が執行委員長の地位にあったが、その当時の闘

争方針は、労使間の協議の具体的な進展状況に拘らず、予め設定したスケジュー

ルに基づいて争議行為を反復、展開するというもので、春の賃上げ、夏の一時金、

年末一時金などについて原告に要求を提出すると、定められたスケジュールに従

い、時限スト、全日スト、指名スト、全員スト、時間外労働の拒否、公休出勤拒

否などを反復して行い、また、リボン、ワッペン、鉢巻き、腕章類の着用などの

闘争を展開し、場合によっては、一つの交渉時期にこれらの争議行為が数波から

一〇波以上に及ぶこともあった。 

  そして、組合とほぼ同様の闘争を行っていた春日井支部が昭和四八年六月二日

付けで作成した同年の「春闘妥結資料」には、同じ地区にある他の労働組合から、

「ストというのは労働者のめったにやってはならない大切な権利である。焼結さ

んみたいにバカバカやれば、出るものも出ないし、自分で自分の首を絞めるよう

なものだ。」「もっと考えて闘うべきだ。」との発言のあったことが記載されて

いた。 
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㈢ 原告は、昭和四八年四月、当時の組合幹部の姿勢を闘争至上主義と非難し、労

使一体となった生産性向上への取組み強化の必要性などを訴える「全従業員に訴

える」と題する文書を、また、同年一二月末、労働組合も合理化自体を自らの問

題として認識し、原告と協力していく態度が必要であるなどと訴える「一九七三

年を終えるにあたって－石油危機に対処する心構え－」と題する書面を、それぞ

れ従業員に配付した。 

  原告は、その後も、折をみては、社内報などでストのない労使関係や労使協力

の必要性を従業員に訴えた。 

㈣ 昭和四九年一月、Ｙ１が原告の社長に昇格した。その後、原告は、同年九月ま

でに、それまで総務部の一部署で取り扱っていた人事関係部門を人事部として独

立させ、新たな人事評価制度を作り、係長研修等の教育訓練を実施したほか、昭

和四九年、年間総労働時間の短縮に伴う一日の労働時間延長等を内容とする就業

規則の変更、昭和五〇年、「企業再建計画」による人員整理、昭和五一年、いわ

ゆる「カンバン方式」の導入、昭和五二年、得意先に応じた休日編成の実施や、

夏季と冬季の一時金への成績査定の導入の提案、昭和五三年、一時金における欠

務評価の導入の提案など各種の施策を推進した。 

㈤ 当時の組合執行部は、右㈣の一連の施策に対して、ワッペン着用、寄せ書の掲

示、時間外労働の拒否、ストライキ等の反対闘争を行ったほか、変更された就業

規則に基づく就労義務が存しないことの確認を求めて裁判所に提訴したり、二回

にわたり埼労委に救済申立を行ったりした。 

  なお、当時の組合執行部は、昭和四五年以来八年にわたりＸ３が執行委員長を

務め、また、全国金属埼玉地方本部の執行委員長にＸ３を就任させるなど、埼玉

地方本部の拠点としての役割を果していた。 

㈥ 昭和五三年八月、組合の役員選挙が行われた。この選挙では、前記㈣の得意先

に応じた休日編成の実施や、一時金への成績査定の導入などの原告提案について、

組合としてどう対応すべきかが争点となっていたが、選挙に当たって、Ｘ３やＸ

１ら当時の執行部を批判する「正常な労働組合についての我々の基本的な考え方」

と題する無署名のタイプ印刷された文書が組合員に配付された。プレス職場では、

組合員である係長が右文書を配付した。 

㈦ 右㈥の選挙の結果、副執行委員長に立候補していたＸ３や書記長に立候補して

いたＸ１が、共に四〇パーセント強の得票を得たものの落選するなど、従前、原

告の施策に反対してきたＸ３やＸ１らの従来の執行部に同調するグループからは

執行委員二名が当選したのみで、代って、組合内の労使協調を主張するグループ

から執行委員長、副執行委員長、書記長の組合三役と執行委員二名が当選し、こ

こに新たな執行部が成立した。 

  なお、昭和四五年から五二年までの旧執行部では、Ｘ３が八年にわたって執行

委員長を務めたほか、Ｘ５が三年、Ｘ６が一年、Ｘ７が二年、Ｘ４が二年にわた

って副執行委員長を、右Ｘ７が一年、Ｘ２が一年、Ｘ８が二年、Ｘ９が二年、Ｘ

１が二年にわたって書記長をそれぞれ務めたが、Ｘ１を除く八名の役員経験者は、

組合の主導権を失った後も引き続き川越工場に勤務して組合活動を続けている。
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そして、昭和五四年、五五年に実施された役員選挙でも、旧執行部から組合三役

に立候補した者は、いずれも落選はしたが四〇パーセント強の得票を獲得し、一

名は執行委員に当選している。 

㈧ 昭和五四年五月、原告は、Ⅰ勤（早出）とⅡ勤（遅出）が重なる労働時間（以

下、この重なる時間を「ラップ時間」という。）の解消とⅡ勤の労働時間を三〇

分延長して常昼勤者と同じにするという内容のプレス部門の二交替制勤務改定の

提案を行った。 

  旧執行部派は、右原告の提案に反対し、同年八月に行われた組合の役員選挙で

は、執行委員に立候補したＸ１が、選挙公報などを通じて右原告の提案に反対す

る旨訴え、当選した。 

㈨ 昭和五四年一一月一九日、原告は組合とプレス部門の二交替制勤務改定問題に

ついて労働協約を締結したが、この協約では、Ⅱ勤者の労働時間の延長やラップ

時間の短縮は実現したものの、原告が当初に意図していたラップ時間の解消は、

終電車に間に合わない従業員の扱いの問題もあって実現しなかった。そして、ラ

ップ時間の解消は、労働時間の延長に伴う対応措置として組合が要求した年間休

日の増加問題と共に、継続して協議されることとなった。 

  なお、この労働協約では、有効期間が同月二六日から翌年五月二四日まで、自

動延長期間が六か月と定められた。 

(一〇) 昭和五五年八月、組合の役員選挙が行われ、Ｘ１は、書記長に立候補し、プレ

ス部門の二交替制勤務改定問題について、Ⅱ勤の労働時間の延長問題を解決する

ことが前提であり、ラップ時間の解消には反対である旨訴えたが、結局、一一三

票対八五票の二八票差で落選した。 

  しかし、Ｘ１は、その後も引き続き、ラップ時間を解消したいなら、延長時間

を解消してここに充てるべきである旨の記事を、自らが編集委員会の代表（従前、

Ｘ３が代表を務めていたが、昭和五五年九月以降、Ｘ１がそれを引き継いだ。）

を務める職場新聞「こぶし」に掲載するなどして、ラップ時間の解消に反対する

ことを職場に訴えた。 

  なお、右「こぶし」は、全従業員に配付し得る部数が印刷され、職場で直接手

渡すなどの方法で従業員の約半数には配付されており、原告も、川越工場で「こ

ぶし」が配付されていることについて、工場の職制が本社のＹ７人事課長に連絡

したり、その写しを届けたりしていたことから、これを了知していた。 

(一一) 昭和五五年一一月二四日、前記㈨のプレス部門の二交替制勤務改定に関する労

働協約の自動延長期間が満了し、その後の原告と組合との交渉の結果、同年一二

月二六日、終電車に間に合わない従業員は原告がタクシーで送ることで妥結し、

ラップ時間の解消を内容とする労働協約が締結されたが、組合がラップ時間の解

消によって生ずる労働時間の延長に伴う対応措置として要求していた年間休日の

増加については、執行部が要求を放棄したため実現しなかった。 

  これに対して、旧執行部派は、労働条件の低下を承認するものであり、年間休

日の増加も実現していないとして、執行部の右ような対応を批判し、Ｘ１も、組

合の機関誌「なかま」の昭和五六年一月二一号に同旨の意見を掲載した。なお、
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春日井工場では、ラップ時間の解消問題は、大部分の従業員が自動車通勤をして

いるため、昭和五四年五月の原告の提案から約三か月で原告と春日井支部との交

渉が妥結し、ラップ時間の解消が実現していた。 

(一二) 昭和五六年七月六日、原告は、組合及び春日井支部に対し、人事部が昭和五五

年八月に検討を開始し、翌年二月頃から組合への具体的提案方法などについて検

討をしていた完全二交替制勤務の提案を行った。これは、従前の労働協約では、

四週間のうち二週間は常昼勤務であったものを、昭和五六年八月一七日以降、プ

レス部門の常昼勤務をなくし、全てⅠ勤とⅡ勤の交替勤務の繰返しにするという

内容のものであった。 

  更に、原告は、同年七月一三日、「二交替制勤務制度の改定に関する提案につ

いて」と題する文書を全従業員に配付し、後記２の㈤の長期計画とその初年度に

当たる昭和五六年度計画達成のため、完全二交替制勤務の速やかな実現を要望し

ている旨訴えた。 

(一三) 組合執行部は、右(一二)の原告提案についての職場討議を指示し、昭和五六年七月

二三日頃から二七日頃にかけて第一次の職場討議が行われたが、その際、当該職

場であるプレス部門からは、二勤の必要性は理解するが、現行制度の中でもいろ

いろ問題点があり、問題点の改善と我々の納得のいく方向での解決を求めるとの

意見が出され、他の職場でも、二勤の必要性は認めるが、現状でも問題点はいろ

いろあるとする意見があった。 

  執行部は、この結果を受けて、同年八月一日、春日井支部との合同執行委員会

を開催し、執行部としては原告提案を受け容れることを確認し、その方向で同月

八日から一一日の間に第二次の職場討議を行うよう下部に指示した。 

(一四) 他方、旧執行部派は、昭和五六年七月二七日、前記(一二)の原告提案について、人

員を増やすことなく生産を増やす計画の前提となるものであり、より一層の労働

負担の増加となる、家庭生活面でも多くの障害をもたらす、完全二交替制勤務を

やれない者の強制配転や実質的な退職強要をもたらしかねないなどの問題点が多

い旨記載した「こぶし」を職場に配付し、原告提案に反対であることを訴えた。 

(一五) 昭和五六年八月、例年どおり組合の役員選挙が行われ、副執行委員長に立候補

したＸ１は、選挙公報で、「Ⅱ動の会社提案は、私の職場では圧倒的多数の人が

会社の案そのままでは賛成していませんでした。しかし、執行委員会から出され

てきたものは、『受け入れる』ということが前提でした。これは、働く者の立場

にたって集約をしたのでなく、会社の立場にたって集約したとしか思えません。」

として、原告提案に反対である旨訴えると共に、執行部の姿勢を批判した。もっ

とも、Ｘ１は、後記２の(二七)のとおり、同月二八日、異議を留めて本件配転に応じ

たため、結局、選挙期間中に立候補資格を喪失することとなった。 

  なお、旧執行部派は、同年七月初旬頃、同年八月の役員選挙でＸ１を書記長候

補に擁立することを決定し、組合員の自宅を訪問するなどの活動を行っていたが、

本件配転問題が起ったことから、本件配転に応じなければならなくなった場合の

組合運営を考慮して、同月二四日の選挙告示間際に、急遽、Ｘ１を書記長候補か

ら副執行委員長候補に変更していた。 
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(一六) 完全二交替制勤務問題については、その後、原告と右(一五)の役員選挙で選出され

た新執行部（旧執行部派からは執行委員にＸ10一名が当選したのみであった。）

との間で経営協議会を舞台とした協議が行われ、これと平行して行われた第三次

と第四次の職場討議を経て妥結し、同年一〇月二日、原告提案どおりの内容で労

働協約が締結された。 

(一七) ところで、Ｙ１は、専務就任以降の労使事情について、業界誌「素形材」の昭

和五九年一一月二〇日号において、「絶えず激突している労使関係を正常化しな

い限り、東京焼結金属の発展はあり得ない……そこで、昭和二五年のトヨタ大争

議における闘争委員長、『全自動車』労組の中央執行委員長等の長い労働運動の

私の経験を買っての派遣であった。」「昭和四七年五月の株主総会で取締役就任、

専務に就任するやいなや、夏季一時金交渉に責任者として引っぱり出され、労働

組合との対決…が始った。」「私が東京焼結金属へ責任の目的であった階級的労

働運動を排除して、健全で、建設的な労使関係を作り上げていくと云うことは、

着任以来五年を経て、ほぼ出来上がった。それ以降、労使関係を更に、相互信頼

に基づく労使協調の関係に相互が成長すべく努力しているところであり、その成

果も上がって来ている。」と述べている。 

２ 本件配転について 

  前掲甲第一二一、第一二四号証、いずれも成立に争いがない甲第八五、八八号証

（乙第二九号証と同一）、第八九（乙第五六号証と同一）、第一二九、第一三〇、

第一三四ないし一三六号証、乙第一、第一一ないし第一三号証、いずれも原本の存

在及び成立に争いがない甲第一一五ないし第一一八、第一二〇、第一二六、第一三

一ないし第一三三号証、右甲第一一五号証により成立が認められる甲第二五ないし

第二七号証、第三八号証の一、二、右甲第一一七号証により成立が認められる甲第

四〇号証、右甲第一二〇号証により成立が認められる甲第四一ないし第四三号証、

右甲第一二四号証により成立が認められる甲第七一号証、証人Ｙ６の証言により成

立が認められる甲第五六号証並びに弁論の全趣旨を総合すると、次の事実が認めら

れ、この認定を覆すに足りる証拠はない。 

㈠ 浜松出張所は、昭和五六年七月当時、Ｙ３所長と女子事務員の二名で構成され、

浜松地区の得意先に対する焼結部品、ヒートパイプ及び焼結ベントの受注・販売・

技術サービス等の業務のほか、浜松地区の加工業者に請け負わせている焼結部品

の品質・納期管理等の外注管理という同出張所特有の業務を行っていたが、売上

は焼結品が九割前後を占め、主に春日井工場が生産する焼結品を扱っていた。 

  浜松出張所の売上実績及び全社売上に占める割合は、昭和五〇年度の一億三〇

〇〇万円、四・三パーセントから五五年度の四億三〇〇〇万円、八・二パーセン

トへと年々増加し、このような取引高の増大に伴い、浜松出張所では、本来の業

務に加えて外注管理などの業務に追われるようになり、Ｙ３所長と女子事務員は、

公休出勤や長時間残業（Ｙ３所長の場合、一か月に五〇から八〇時間）が常態と

なっていた。 

㈡ ところで、ヒートパイプは、熱をほぼ等温で輸送すること、見掛け上の熱伝導

率が銅の一〇〇倍から一〇〇〇倍と非常に高いこと、軽くていろいろな形状のも
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のが作れること、可動部がないため故障が少ないことを特徴とする熱伝導材であ

る。 

  原告におけるヒートパイプの研究開発は、川越工場の技術開発部第二技術課が

担当して昭和四八年九月から始まり、昭和五二年からは産業界との接触も増え、

昭和五三年、五四年と応用研究、試作納入が一段と進展し、一部で試験的に製品

に採用されたりした後、鈴木自工のバイク「スワニィー」のオートチョーク機構

用に正式採用され、昭和五五年一月から鈴木自工向けに本格的な量産納入を開始

した。その後、昭和五五年四月二一日をもって、ヒートパイプの生産は、技術部

から同じく川越工場の特機部に移管された。 

  ところで、鈴木自工などのヒートパイプの主要取引先は浜松出張所の所管であ

ったが、Ｙ３所長が春日井工場の焼結製造部門出身でヒートパイプに関する技術

的知識がなかったことから、ヒートパイプの技術的側面について対応する必要が

ある場合には、その都度、川越工場の技術部第二技術課からＺ11係長が同出張所

へ赴いていた。 

㈢ 昭和五五年三月、原告は、五五年度会社方針を発表したが、それによると、同

年度の売上目標額は五一億三八〇〇万円、そのうちヒートパイプは五〇〇〇万円

とされ、同年度重点方策として、企業の三か年計画を策定し、企業管理体制を充

実することなどが掲げられていた。 

㈣ 昭和五五年一二月一九日、原告は、営業部監査を行った。同監査には、社長、

専務らの原告の首脳陣や営業部の管理職が出席し、営業部門の計画達成状況や長

期計画（右㈢の三か年計画を指す。）についての検討を行ったが、この場で、名

古屋営業部の責任者であるＹ４名古屋営業部長代理は、浜松出張所と大阪営業所

につきそれぞれ一名の増員を要請した。 

  なお、この要請に際して、Ｙ４部長代理は、人選に当たっての条件について特

に希望を述べることはしていない。 

㈤ 昭和五六年一月一九日、長期計画（前記㈢の計画期間を昭和五九年度までの四

年間の計画に延長したもの）が原告の役員会で承認された。 

  この計画は、昭和五五年四月初め頃から策定に着手されたもので、昭和五九年

度の売上額を一〇〇億円に拡大することを目標に掲げて（なお、昭和五五年度の

売上実績は五二億三六〇〇万円である。）、昭和五六年度から五九年度までの各

年度の売上目標額を各製品ごとに定めており、そのうちヒートパイプの売上額及

び全売上に占める割合の目標は、昭和五六年度が八〇〇〇万円、一・二パーセン

ト、五七年度が一億五〇〇〇万円、一・九パーセント、五八年度が二億円、二・

三パーセント、五九年度が二億五〇〇〇万円、二・五パーセントとされていた。 

  また、長期計画に先立って、昭和五五年一二月に策定された浜松出張所の昭和

五九年度までの売上計画によると、総売上額の目標は、昭和五六年度が五億七六

〇〇万円（そのうちヒートパイプが六五〇〇万円。以下、かっこ内はヒートパイ

プ）、五七年度が七億七三〇〇万円（一億二三〇〇万円、なお、後記(二四)の原告が

従業員に配付した「Ｘ１君に対する転勤命令の件」と題する書面では、五七年度

にヒートパイプの月商を六〇〇万円、つまり年商を七二〇〇万円に拡大する計画
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である旨記載されている。）、五八年度が九億二〇〇〇万円（一億五〇〇〇万円）、

五九年度が一〇億六〇〇〇万円（二億円）とされていた。なお、浜松出張所にお

けるヒートパイプの実際の売上実績は、昭和五六年度は五八〇〇万円、五七年度

は一一〇〇万円であった。 

㈥ 昭和五六年一月末頃、原告は、Ｙ１社長、Ｙ８常務らが協議して、前記㈣の営

業部監査の際に要請のあった浜松出張所及び大阪営業所の各一名の増員と営業部

監査の後に要請のあった本社特機部営業課への一名の増員を正式決定し、同年二

月五日頃、Ｙ９人事部長がＹ４部長代理にその旨連絡した。これら三名の増員は

社内配転で実施することとされ、実施時期は定時株主総会終了後の七月が予定さ

れた。 

  なお、原告の人事異動は、毎年六月末に開催される定時株主総会終了後に実施

される慣行となっており、昭和四七年は八月に、四九年と五〇年は九月に、五二

年と五三年は八月と九月の二回に分けて、五四年と五五年は七月に、それぞれ実

施された。 

㈦ 昭和五六年二月一〇日、春日井工場で、原告とトヨタ自工との経営懇談会が開

催され、席上、Ｙ１社長以下の原告の首脳陣がトヨタ自工側に原告の経営状況を

説明したが、その際、前記㈤の長期計画の構想を明らかにし、それを実現するた

め、①トヨタ自工グループのシェア拡大（昭和五七年度までに三〇パーセント以

上、将来は五〇パーセントを目標とする。）、②パワーステアリングポンプ、デ

ィーゼル噴射ポンプ部品、油圧パッケージなど重点新規品の計画的な受注活動、

③拡販のための営業部組織の充実と要員の増強（大阪営業所、浜松出張所及び本

社特機部営業課に各一名を増員する。）、④不採算部品の是正（提案活動、受注

内容の改善）を重点的に実施することが必要である旨説明した。 

㈧ 昭和五六年三月、原告は、昭和五六年度会社方針を発表したが、それによると、

同年度の売上目標額は六一億円、そのうちヒートパイプは六五〇〇万円とされ、

販売面における重点実施事項として、①トヨタ自工グループの販売シェアの拡大、

②重点新規品の計画的な受注活動の推進、③組織の充実、強力な販売体制の確立、

④原価意識をもった営業活動の実施が掲げられていた。なお、これは、前記㈤の

長期計画の昭和五六年度売上目標額と比べて、総売上で四億円、ヒートパイプで

一五〇〇万円減額修正されている。 

  また、右方針では、前記㈤の長期計画の概要が明らかにされ、重点目標として、

昭和五九年度の売上を一〇〇億円以上とすること、また、重点方策として、①販

売については、トヨタ自工グループのシェア拡大とパワーステアリング部品の拡

販を軸にした売上目標の達成、②生産については、拡販に対応する生産体制の確

立、トヨタ生産方式の確立と維持、設備の効率的使用、③技術については、特徴

ある固有技術の確立、重点新規品の開発スピードの向上、④労務については、労

使協議の場を充実し労働組合との意思疎通を図ることによる労使関係の長期安定

化が、それぞれ掲げられていた。 

㈨ 昭和五六年三月下旬頃、前記㈥の特機部営業課の増員について、特機部と東京

営業部との間で検討が行われ、同年四月一日付けで東京営業部所属の従業員を配
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転することによって実現した。 

(一〇) 昭和五六年五月下旬頃、原告は、Ｙ８常務、Ｙ９人事部長、Ｙ７人事課長らが

中心となり、昭和五六年度の全社的な人事異動を七月中に実施すべく具体的な検

討に着手した。 

(一一) 昭和五六年六月上旬頃、本社で、浜松出張所の増員についてＹ４部長代理と人

事部との協議が行われた。 

  右協議の結果を受けた人事部は、同月下旬頃、技術部門担当であるＹ10常務に

対し、①ヒートパイプについて得意先と技術的な対応ができる程度の知識・経験

のある者、②焼結品に関してＹ３所長を補佐して活動ができる程度の知識を有す

る者、という基準で人選するよう依頼し、これを受けたＹ10常務は、Ｙ11技術部

長に具体的な人選を指示した。そして、Ｙ11技術部長は、Ｙ12特機部長及びＹ13

技術部第二技術課長と相談のうえ、人事異動に関する社内通達、従業員の社内経

歴を記録したカード、身上調書などを参照して人選を行い、川越工場の従業員の

中から、技術部第二技術課所属のＸ１とＺ12、特機部技術課所属のＺ２とＺ13、

生産技術部技術課所属のＺ１の五名をヒートパイプに関する知識・経験を有する

者として候補者に挙げた。 

  右五名の当時までのヒートパイプと焼結品に関する経験は、次のとおりである。 

<氏名> <焼結品に関する経験> <ヒートパイプに関する経験> 

Ｘ１ 昭和四二年四月から昭和五一年

六月までの約九年二か月間 

昭和五一年六月から昭和五六年

六月までの約五年間 

Ｚ２ 昭和五二年五月から昭和五四年

一〇月までの約二年五か月間 

昭和五四年一〇月から昭和五六

年六月までの約一年八か月間 

Ｚ12 昭和五四年五月から昭和五四年

一〇月までの約五か月間（入社時

の実習経験） 

昭和五四年一〇月から昭和五六

年六月までの約一年八か月間 

Ｚ13 焼結品に直接関与した経験はな

い。 

昭和五五年四月から昭和五六年

六月までの約一年二か月間 

Ｚ１ 昭和四八年六月から昭和四九年

九月まで及び昭和五〇年九月から

昭和五六年六月までの約七年一

か月間 

昭和四九年九月から昭和五〇年

九月までの約一一か月間 

  Ｙ11技術部長は、右のとおり、Ｘ１以外の四名がいずれもヒートパイプに関す

る経験が二年未満であるのに対し、Ｘ１は、約五年間の経験があるうえ、その業

務内容もヒートパイプの試作や性能測定、測定装置の設計、製作などに幅広く携

わっていて、ヒートパイプに関する知識・取扱い経験共に人選対象者中、最も豊

富と認められ、また、焼結品についても、金型製造ではあるが九年余りの経験が

あって、Ｙ３所長を補佐して営業活動ができる程度の相応の知識を有していると

認められたことから、Ｘ１を対象者に人選した。 

  ところで、原告では、従前から、いわゆるセールス・エンジニアとして、技術

部門から営業部門への配転が相当数行われており、また、妻帯者が配転になった
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例は、人選を担当したＹ11技術部長が調査した範囲内で三、四件存在した。 

(一二) 人選手続を終了したＹ11技術部長は、その旨をＹ10常務に報告して承認を得た

後、同常務の指示で、昭和五六年七月一〇日、Ｘ１を人選したことを直接人事部

に伝えたが、その際、人選手続についての説明は行わなかった。 

  なお、人事部は、七月中旬頃、Ｘ１が人選された旨Ｙ４部長代理に連絡した。 

(一三) 昭和五六年七月二七日、原告の常務会が開かれ、Ｘ１を含めた昭和五六年度の

人事異動について決定し、社長の決裁を経た。 

(一四) 昭和五六年七月二八日、原告は、Ｙ11技術部長及びＹ13第二技術課長を通じて、

Ｘ１に対し、同年八月一日付けで浜松出張所へ配転する旨内示すると共に、浜松

出張所の主要な取引先である鈴木自工を中心としたヒートパイプ及び焼結品の拡

販のためには、現状の人員体制では不充分であること、また、人選の理由につい

ては、焼結品の相応の知識を持ち、ヒートパイプに関しても得意先の要請に対処

できる知識・経験を持った人物を配置することとして人選手続を進めた結果、Ｘ

１を適任と判断したものである旨その理由を説明した。 

  これに対して、Ｘ１は、原告の右説明のような事情は理解できるが、同人の配

偶者が保母（川越市職員）として勤務しており、共働きが崩れると生活が成り立

たないし、単身赴任も無理である、不適当な配転であって他に理由があっての配

転だと思う旨述べて、配転には応じられないことを表明した。 

  なお、この日、原告は、Ｘ１以外の異動対象者に対しても内示を行った。 

(一五) 昭和五六年七月二九日、Ｙ11技術部長とＹ13第二技術課長は、Ｘ１と面談し、

再度、本件配転の業務上の必要性とＸ１を適任と判断した理由を述べて説得した

が、Ｘ１は、再び、本件配転には応じられない旨表明した。 

(一六) 昭和五六年七月三〇日、Ｙ11技術部長とＹ13第二技術課長は、Ｘ１と面談し、

原告が八月一日付けで予定していた人事異動の対象から同人を除外し、同人に対

する発令を延期したことを告げ、共働きだから転勤できないということでは企業

の活力は生れない、原告の就業規則或いは一般の雇用慣行に照らしても転勤は当

然のことである、単身赴任も含めて考えて貰いたい旨説得したが、Ｘ１は、配偶

者の仕事の性質上再就職が難しいこと、配偶者が現在の仕事に強い愛着と誇りを

抱いており、他の職場には移れない旨主張して配転を拒否する姿勢を改めて示し

た。 

(一七) 更に、昭和五六年八月四日、六日、八日と、Ｙ11技術部長、Ｙ９人事部長らが、

Ｘ１の説得に当たり、その際、①単身赴任となった場合、別居手当及び月二回の

帰省旅費を支給する、②浜松出張所における勤務時間を二年間に限定する、③配

偶者の帰宅が遅くなる場合の二重保育の費用についても全額かそれに近い金額を

原告が負担する、などの条件を提示したが、Ｘ１は、考えは変わらないとして、

やはり配転に応じなかった。 

  なお、Ｘ１は、同月四日、原告に対し、妻と共働きであることや子供の保育問

題を理由に浜松出張所への配転には応じられない旨の「浜松出張所勤務に関する

件」と題する文書を提出したほか、同月六日、組合に対し、Ｘ１への説得を中止

するよう原告に申し入れて欲しい旨文書をもって要請した。 
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(一八) 昭和五六年八月一〇日、技術部門担当のＹ10常務とＹ９人事部長がＸ１と面談

したが、その際、Ｘ１は、原告が、Ｘ１が断り続けているにもかかわらず、浜松

出張所への配転を撤回しないのは、Ｘ１の組合役員歴や組合役員選挙の度ごとに

立候補していることが理由だと思う、Ｘ１は今回の組合役員選挙に多くの推薦を

受け立候補するつもりでいるので、浜松出張所への配転には応じられない旨の文

書を提出し、やはり配転を拒否する態度を示した。 

(一九) 昭和五六年八月一七日、Ｙ10常務とＹ11技術部長がＸ１と面談したが、その際、

Ｘ１は、基本的に考えは変っていない旨述べたうえ、原告がこれまで提示した条

件を文書化するよう要求したのに対し、Ｙ10らは、できる限りの条件を提示して

配転に応じてもらうよう話合いを行い、円満に発令したいと考えてきたが、これ

以上話し合う余地がないのなら、原告としても考えなければならない旨答えた。 

  なお、この日、組合の執行部は、Ｘ１から事情を聴取した。 

(二〇) 昭和五六年八月一八日、人事担当のＹ８常務、Ｙ６川越工場管理部長、Ｙ７人

事課長が、Ｘ１と面談し、原告が既に提示した配転の条件を文書化した同日付け

の人事部長名のメモを手渡すと共に、同月二〇日から浜松出張所勤務を命じる旨

の同月一八日付け辞令を交付し、同月二六日までに浜松出張所に赴任するよう命

じた。 

(二一) 昭和五六年八月一九日、Ｙ10常務、Ｙ６管理部長、Ｙ13第二技術課長がＸ１と

面談したが、Ｘ１は、現在組合と相談しており、明日態度を表明するとしたうえ、

浜松出張所での二年間の勤務終了後の勤務地を明らかにして欲しい旨申し入れた

のに対して、Ｙ10らは、埼玉県狭山市所在の自宅から通勤できる事業所に配属す

る旨の同日付けの人事部長名のメモを手渡した。 

(二二) 昭和五六年八月二〇日、Ｙ11技術部長、Ｙ６管理部長、Ｙ13第二技術課長がＸ

１と面談したが、その際、Ｘ１は、①提示された条件を含めて考えても、家庭に

混乱をもたらす、②予想していなかった異職種への配転であり、業務遂行が困難

である、③Ｘ１はこれまで組合活動を行ってきており、また、今回の役員選挙に

立候補する予定であることを既に原告に表明しているが、本件配転は、組合活動

に対する意図的な妨害行為であって許し難く速やかに撤回を求める旨の同日付け

文書を提出し、重ねて浜松出張所への配転を拒否することを表明した。 

(二三) 昭和五六年八月二一日、Ｙ11技術部長、Ｙ６管理部長らは、Ｘ１と面談し重ね

て説得を行ったが、やはりＸ１は態度を変えなかった。 

  また、この日、Ｘ１は、原告による説得の経過やそこで提示された条件のほか

右(二二)と同旨の配転拒否理由を記載した「配転辞令の撤回を求めています」と題す

る自己名義のビラを作成して職場に配付した。 

(二四) 昭和五六年八月二四日、Ｙ11技術部長、Ｙ６管理部長らは、Ｘ１と面談し重ね

て説得を行ったが、やはりＸ１は態度を変えようとしなかった。 

  また、この日、Ｘ１は、原告に対し、同日付け文書をもって、組合役員選挙で

副執行委員長に立候補したことを通知すると共に（前記１の(一五)のとおり、Ｘ１は、

同年八月の組合役員選挙で副執行委員長候補に立候補した。）、組合員としての

権利行使を一切妨げないことを強く要求し、また、組合の執行部及び選挙管理委
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員会に対しても、同日付け文書をもって、原告にＸ１の組合員としての権利行使

を妨害させないよう申し入れた。 

  他方、原告は、この日、川越工場の従業員に対し、Ｘ１に対する説得の経緯を

述べたうえ、浜松出張所では、焼結品について現状の人員での対応は不可能であ

り、また、ヒートパイプ拡販のための機能強化が必要であることから、ヒートパ

イプについての知識を有し、焼結品についても相応の知識を持ったＸ１を選任し

た旨の「Ｘ１君に対する転勤命令の件」と題する文書を配付した。 

(二五) 昭和五六年八月二六日、Ｙ８常務、Ｙ11技術部長、Ｙ６管理部長、Ｙ13第二技

術課長は、Ｘ１と面談し、配転を拒否することは就業規則の懲戒事由に該当する、

懲戒解雇も含めて考えざるを得ない旨警告して、翻意を促したが、Ｘ１は、なお

も本件配転の撤回を要求した。 

  ところで、原告は、この日に開催された経営協議会において、組合が本件配転

に応じないことによる懲戒解雇の発令を延期するよう要請したのを受け、直ちに

懲戒解雇を発令することは控える旨約束した。なお、従前から、原告には、労使

間の話合いの場として経営協議会という制度があり、本件配転問題についても、

七月三〇日から八月二六日の間に、四回にわたって経営協議会の場で取り上げら

れ、その際、原告が、本件配転の必要性、Ｘ１に対する発令延期と説得の状況、

八月一八日付け辞令交付の経緯などを組合に説明していた。 

(二六) 昭和五六年八月二七日、原告と組合との事務折衝が行われ、その際、組合は、

浜松出張所に人員強化の必要性があることは理解できるし、Ｘ１が選ばれた理由

についても合理性が認められ、また、二年間の期限を付したことはＸ１にとって

好ましい条件であると考える旨本件配転についての見解を表明すると共に、翌二

八日に、組合三役立合いの下でＸ１との面談の場を持ってもらいたい旨申し入れ、

原告はこれを了承した。 

(二七) 昭和五六年八月二八日、組合三役立合いの下で、Ｙ８常務、Ｙ11技術部長、Ｙ

６管理部長、Ｙ13第二技術課長とＸ１との面談が行われ、席上、Ｘ１は、本件配

転は不法・不当と思うが、懲戒解雇を避けるため、やむを得ず浜松出張所に赴任

する、しかし、これは本件配転を承諾するものではなく、第三者機関に判断を委

ねるつもりである旨述べ、異議を留めて本件配転に応じることを表明した。 

(二八) 昭和五六年九月七日、Ｘ１は、浜松出張所に着任したが、その三日後の昭和五

六年九月一〇日付けで、埼労委に対し、「本件配置転換は、合理化推進のために

労使協調組合の育成・発展を願う会社がその基盤の軟弱さから、再度闘う組合が

成立することを恐れ、労使協調路線の批判の中心人物の一人であって、職場での

活動を通じて人望を集め、組合役選で毎年高い得票を得ている申立人を職場から

排除し、かつ組合からも排除して、反労使協調組合の成立を阻止し、あわよくば

それに壊滅的打撃を与えることを企図したものである。」と主張して、本件配転

命令を撤回して原職に復帰させることを求める不当労働行為の救済申立をした。 

(二九) Ｘ１は、浜松出張において、ヒートパイプについては、得意先の担当技術者と

直接接触し、そこで得た情報を川越工場の技術部に伝達するなどの営業活動を、

焼結品については、Ｙ３所長の補佐役としての営業活動を、それぞれ行った。な
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お、Ｘ１は、本件再配転までの浜松出張所在勤中、狭山市の白宅に妻子を残し単

身生活を送った。 

  Ｘ１は、本件配転に伴い、春日井支部に所属することとなったが、浜松出張所

が春日井支部の中心である春日井工場と距離的に遠いこともあって、春日井支部

から送付される資料を読んだり、定期大会に参加する程度の組合活動を行ったの

みで、川越工場在勤中のような活発な組合活動は行わなかった。また、浜松出張

所が春日井工場と距離的に遠いことから、浜松出張所の従業員が春日井支部の役

員を務めることは事実上不可能であった。 

３ 本件再配転について 

  前掲甲第四二号証、いずれも成立に争いがない甲第五五号証、乙第五、第八三号

証、いずれも原本の存在及び成立に争いがない甲第一二三、第一二七号証、右甲第

一二三号証により成立が認められる甲第五一号証、右甲第一二七号証により成立が

認められる甲第五〇、第一〇〇号証、証人Ｙ５の証言並びに弁論の全趣旨を総合す

ると、次の事実が認められ、この認定を覆すに足りる証拠はない。 

㈠ 東京営業所は、本社の東京営業部に属し、昭和五六年七月当時、所長、女子事

務員一名、営業担当者四名、他に下部組織である北関東出張所の一名を含む六名

で構成され、焼結品、焼結ベントの販売業務を行っていた。 

  なお、東京営業所の北関東出張所を除く営業担当者は、本件再配転により五名

となったが、その後、昭和五九年八月には二名減の三名、昭和六〇年五月には新

規採用一名を含む四名となっている。 

㈡ 昭和五七年三月、原告は、昭和五七年度会社方針を発表し、その中で、昭和五

六年度売上額が目標を下回ったため、前記２の㈤の長期計画の見直しを行い、昭

和五七年度の売上目標額を約六九億円に減額修正し、また、売上目標額一〇〇億

円の達成年度を当初の計画より一年遅らせ昭和六〇年度としたことを明らかにし

た。 

  右会社方針には、昭和五六年度会社方針には示されていたヒートパイプの売上

目標額の記載がなく、また、ヒートパイプの売上が減少していることについての

分析等の記載もなかった。 

㈢ 昭和五八年三月、原告は、昭和五八年度会社方針を発表し、その中で、昭和五

七年度の売上実績額が前年度にも及ばず、長期計画の売上目標額を大きく下回っ

たため、再び長期計画の見直しを行い、売上目標額一〇〇億円の達成年度を更に

一年遅らせて昭和六一年度以降としたうえ、同年度の売上目標額を一〇〇億円を

割る九七億五〇〇〇万円に設定したこと、また、この長期計画は特機部門の拡大

に重点をおいたことを明らかにした。 

  右会社方針には、ヒートパイプの売上目標額やヒートパイプの売上が減少して

いることについての分析等の記載はなかった。 

㈣ ところで、原告は、販売体制の強化策として、各営業部門の取扱い品目の見直

しを行い、本社特機部営業課がモーターポンプの販売に専念するため、従来、同

課で扱っていたヒートパイプを、昭和五八年四月から新たに東京営業所で扱うこ

ととし、従来の特機品扱いから焼結ベントと併せて特品扱いとした。 
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  なお、東京営業所の昭和五八年度の販売計画では、売上目標額が焼結品一七億

〇八〇〇万円、焼結ベント二五〇〇万円とされていたが、ヒートパイプについて

は具体的な目標額はなかった。また、東京営業所でのヒートパイプの販売実績は、

昭和五五年度、五六年度が二〇万円、五七年度が一〇〇万円、五八年度が一〇万

円、五九年度、六〇年度がいずれも零であった。 

㈤ 昭和五八年四月、営業部監査が行われ、Ｙ２東京営業部長が東京営業所の増員

を要請し、一名の増員が承認された。 

㈥ 昭和五八年五月中旬頃、原告は、同年度の定期人事異動の準備を開始し、同年

七月頃から具体的な検討に入ったが、これに併せて、前記２の(二一)に記載した浜松

出張所での二年間の勤務期間経過後は狭山市所在の自宅から通勤できる事業所に

配属する旨のＸ１との約束に基づく検討も行った。 

㈦ ところで、この人事異動に際して、川越工場からは係長職一名の増員要請が出

されたのみであった。なお、川越工場では、昭和五七年七月、同年三月に大学の

動力機械工学科を卒業し新採用されたＺ10が、また、昭和五八年五月、同年三月

に大学の機械工学科を卒業し新採用されたＺ９が、いずれも技術部第二技術課に

配属され、複合材の材料開発やその製品に関する研究開発の業務に携わっていた。 

㈧ 昭和五八年七月二〇日頃、Ｙ９人事部長とＹ２東京営業部長がＸ１の配属先に

ついて協議し、自宅から通勤できる事業所に配属する旨のＸ１との約束を履行す

るためには、川越工場か、自宅から片道約一時間で通勤できる距離にある本社或

いは東京営業所に配属する以外にないところ、右㈦のとおり、川越工場からは係

長職一名の増員要請が出されているだけなのに対して、前記㈤のとおり、東京営

業所では営業担当者一名の増員が要請されていたことから、Ｘ１を東京営業所に

配属することとし、その旨を決定した。 

㈨ 昭和五八年八月一七日、原告は、常勤役員会で、昭和五八年度の人事異動を決

定し、翌一八日、異動予定者に対して一斉に内示した。 

  原告は、この人事異動で、前記２の(一一)の本件配転時の人選に際して候補者の一

人に挙がっていたＺ１（その後、「Ｚ１」と改姓していた。）を浜松出張所のＸ

１の後任に充てた。Ｚ１は、昭和五七年四月以降、川越工場の焼結製造部製造課

製造一係に所属していた。 

(一〇) 昭和五八年八月二四日、原告は、人事異動の実施に先立ち、組合及び春日井支

部と、それぞれ個別に経営協議会を開催し、本件再配転を含む昭和五八年度定期

人事異動について協議したが、右両組合から特段の異議はなかった。 

  そして、この日、同月二五日付けの異動辞令が異動対象者に対して一斉に交付

された。 

(一一) 昭和五八年八月二八日、Ｘ１は、本件再配転は不当な本件配転を合理化し、加

えて、Ｘ１の組合活動を制限しようとする意図の下にされたもので、今までどお

り本件再配転の不当性について争い続けざるを得ない旨の文書を原告に提出し、

異議を留めて本件再配転に応じることを明らかにした。 

(一二) Ｘ１は、昭和五八年九月五日、東京営業所に着任したが、翌九月六日には、埼

労委に対し、本件再配転について、本件配転についての不当労働行為の救済申立
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に追加して救済を求める旨の変更申立をした。 

  Ｘ１は、東京営業所において、焼結ベントとヒートパイプの販売を担当し、焼

結ベントやヒートパイプについて、従来の得意先への訪問、カタログの発送、新

規開拓のための訪問、以前に試作品を納入したことのある取引先のフォローなど

の営業活動を行っている。 

二 本件配転の合理性について 

１ 本件配転の業務上の必要性について 

㈠ 一般に、使用者は、その経営判断に基づいて、企業組織の改変、内容及び配置

すべき労働者の数などを決定することができるが、具体的に誰を配置すべきかの

人選についても、不当な動機・目的をもってされるとか又は労働者に対して通常

甘受すべき程度を著しく越える不利益を負わせるなどの特段の事情がない限り、

業務上の必要性に応じ、その裁量に基づいて決定することができるものというべ

きである。この場合には、余人をもっては容易に代え難いといった高度の必要性

がなくとも、労働力の適正配置、業務の能率増進、労働者の能力開発、勤労意欲

の高揚、業務運営の円滑化などの企業の合理的運営に寄与する点が認められれば

足りるものと解すべきである。 

㈡ そこで、まず、浜松出張所における増員の必要性について判断する。 

⑴ ①浜松出張所の売上実績及び全社売上に占める割合が、昭和五〇年度の一億

三〇〇〇万円、四・三パーセントから五五年度の四億三〇〇〇万円、八・二パ

ーセントへと年々増加したことに伴って、Ｙ３所長と女子事務員は、本来の業

務に加えて外注管理などの業務に追われ、公休出勤や長時間残業が常態となっ

ており、Ｙ３所長の場合には残業が一か月に五〇時間から八〇時間に及んでい

たこと、②長期計画に先立って昭和五五年一二月に策定された浜松出張所の売

上計画によると、五五年度の実績額四億三〇〇〇万円を五九年度には二倍以上

の一〇億六〇〇〇万円に拡大することが目標とされていたことなどの前記認定

の事実に照らすと、本件配転当時、浜松出張所においては、Ｙ３所長と女子事

務員の二名のみでは、増加する業務を処理し新たに策定された売上計画を達成

することは困難な状況にあって、少なくとも営業担当者一名を増員する必要性

があったものと認められる。 

⑵ 更に、①長期計画では、全社におけるヒートパイプの売上額を昭和五九年度

には二億五〇〇〇万円（総売上に占める割合は二・五パーセントである。）に

拡大することが目標とされており、また、長期計画に先立って昭和五五年一二

月に策定された浜松出張所の売上計画では、ヒートパイプの売上額を昭和五九

年度には二億円（全社におけるヒートパイプの売上目標額の八割を占める。）

に拡大することが目標とされていたこと、②浜松出張所は、鈴木自工などのヒ

ートパイプの主要取引先を所管していたが、Ｙ３所長が春日井工場の焼結製造

部門出身でヒートパイプに関する技術的知識がなかったため、ヒートパイプの

技術的側面について対応する必要がある場合には、その都度、川越工場の技術

部第二技術課からＺ11係長が同出張所へ赴いていたこと、という前記認定の事

実に加えて、前掲甲第四〇、第四一、第一二四号証によれば、③ヒートパイプ
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の拡販のためには、採用される製品の設計、試作の段階から、得意先の技術担

当者と密接に接触する必要があり、バイク「スワニィー」のオートチョーク機

構用にヒートパイプが採用された鈴木自工についても、二輪車業界では一つの

モデルの寿命が二年程しかないことから、ヒートパイプの量産納入を継続する

ためには、「スワニィー」の次のモデルでも採用されるよう、技術担当者と密

接に接触する必要があったこと、④そのため、前記②のように、必要の都度、

Ｚ11係長が浜松出張所へ赴くという対応では、得意先の技術担当者との接触が

不充分になりがちであったことが認められる。 

⑶ 右⑵の事実によれば、長期計画では、昭和五九年度の全社におけるヒートパ

イプの売上額を総売上の二・五パーセントに当たる二億五〇〇〇万円にまで拡

大する目標を掲げ、そのうちの八割に当たる二億円を浜松出張所で売り上げる

ことを目標にしていたのであるから、このような長期計画におけるヒートパイ

プの売上目標を達成するためには、浜松出張所におけるヒートパイプの拡販が

極めて重要な意味を持っていたことが明らかである。そして、ヒートパイプの

拡販のためには、採用される製品の設計、試作の段階から、得意先の技術担当

者と密接に接触する必要があり、バイク「スワニィー」のオートチョーク機構

用にヒートパイプが採用された鈴木自工についても、量産納入を継続するため

には、技術担当者と密接に接触する必要があったところ、ヒートパイプに関す

る技術的知識のないＹ３所長に代って、その都度、川越工場のＺ11係長が浜松

出張所へ赴くというような対応では、得意先の技術担当者との接触が不充分に

なりがちであったというのであるから、長期計画におけるヒートパイプの売上

目標を達成するためには、増員される営業担当者は、ヒートパイプについて得

意先と技術的な対応ができる程度の知識・経験を有する必要があったというべ

きである。 

⑷ また、前記認定のとおり、浜松出張所では焼結品が売上の九割前後を占めて

いたのであるから、増員される営業担当者は、ヒートパイプについて得意先と

技術的な対応ができる程度の知識・経験を有するだけでなく、同時に、焼結品

に関してもＹ３所長を補佐して活動ができる程度の知識を有している必要があ

ったことも容易に首肯されるところである。 

⑸ 以上のとおりであって、本件配転当時、浜松出張所においては、増加する業

務を処理し新たに策定された売上目標を達成するために、ヒートパイプについ

て得意先と技術的な対応ができる程度の知識・経験を有し、かつ、焼結品に関

してもＹ３所長を補佐して活動ができる程度の知識を有する営業担当者を、少

なくとも一名増員する必要性があったものということができる。 

㈢ 次に、原告が浜松出張所への配転の対象者としてＸ１を人選したことの合理性

について判断する。 

⑴ 原告が浜松出張所への配転の対象者としてＸ１を人選した経緯は、前記一の

２の(一一)に認定したとおりであって、ヒートパイプについて得意先と技術的な対

応ができる程度の知識・経験を有し、かつ、焼結品に関してもＹ３所長を補佐

して活動ができる程度の知識を有する者という人選基準で検討したところ、ヒ
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ートパイプに関する知識・経験を有する者として候補に挙がった五名の中で、

Ｘ１がヒートパイプに関する知識・取扱い経験共に最も豊富と認められ、また、

焼結品についてもＹ３所長を補佐して営業活動ができる程度の相応の知識を有

していると認められたことから、Ｘ１を人選したというものである。 

⑵ そして、本件配転当時、浜松出張所においては、ヒートパイプについて得意

先と技術的な対応ができる程度の知識・経験を有し、かつ、焼結品に関しても

Ｙ３所長を補佐して活動ができる程度の知識を有する営業担当者を、少なくと

も一名増員する必要性があったことは、前記㈡に認定・説示したとおりである

から、このような要件を満たす者としてＸ１を浜松出張所に配属することには、

業務の能率増進や業務運営の円滑化などの企業の合理的運営に寄与する点があ

ることは否定できず、したがって、原告が右⑴のような経緯でＸ１を人選した

ことには充分な合理性があるというべきである。 

  前掲甲第一二〇、第一二四号証によれば、本件配転以降、Ｚ11係長の浜松出

張所への出張が大幅に減少したことが認められるが、この事実によっても、浜

松出張所における増員の必要及びＸ１を人選したことの合理性が裏付けられる

ところである。 

㈣ 以上の点について、被告は、①昭和五六年一月一九日の役員会で承認された同

年度売上計画では、ヒートパイプの売上計画額が八〇〇〇万円とされているのに、

同年三月の会社方針ではそれが六五〇〇万円と一五〇〇万円減少していること、

昭和五六年度会社方針には、ヒートパイプの拡販に関する具体的な記述が存在し

ないこと、昭和五五年一二月の当初計画では、浜松出張所における昭和五七年度

のヒートパイプ売上目標が一億二三〇〇万円とされていたのが、昭和五六年八月

には売上見込みが七二〇〇万円とされ、しかも、昭和五七年度の売上実績は一一

〇〇万円と昭和五六年度の五八〇〇万円に比べて大幅に減少していること、昭和

五七年度会社方針には、ヒートパイプの売上目標額は掲げられておらず、その理

由の記載もないことなどに鑑みると、本件配転当時、原告がヒートパイプの拡販

にさまで力を入れていたとは認め難い、②また、焼結品が売上の九割前後を占め

る浜松出張所の実態や、本件増員に関する稟議書作成の経緯からみて、ヒートパ

イプに関する知識・経験を人選の最重点とすることの合理性をにわかに首肯する

ことができない、③更に、原告は、浜松出張所におけるＸ１の後任として、本件

配転の際に候補に挙がった者の中でヒートパイプに関する経験が一番短いＺ１を

人選している、④以上の諸点に照らすと、本件配転当時、原告がＸ１を最適任で

あるとして人選したことの合理性について疑問なしとしない旨主張する。 

  しかしながら、次のとおり、右主張は採用することができない。 

⑴ 原告が、本件配転当時、ヒートパイプの拡販にさまで力を入れていたとは認

め難いとする点について 

  まず、被告が、昭和五六年一月一九日の役員会で承認された同年度売上計画

では、ヒートパイプの売上計画額が八〇〇〇万円とされているのに、同年三月

の会社方針ではそれが六五〇〇万円と一五〇〇万円減少していると指摘してい

る点についてみるに、前掲甲第八九（乙第五六号証と同一）、第一二六号証及
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び弁論の全趣旨によれば、昭和五六年一月一九日に承認された長期計画中の各

年度の売上計画は、その時点までの売上実績見込みをベースに策定されたもの

であること、しかし、その約二か月後の昭和五六年度会社方針を策定する時点

では、昭和五五年度の売上実績見込みが長期計画において見込んだ数字に達し

ない見通しとなったので、長期計画中の昭和五六年度の総売上目標額である六

五億円を四億円下方修正して六一億円としたこと、したがって、修正の対象は

全製品の売上目標額に及んでおり、焼結品については五三億五〇〇〇万円から

五一億七〇〇〇万円に、特機については一〇億円（そのうちヒートパイプは八

〇〇〇万円）から八億五〇〇〇万円（そのうちヒートパイプは六五〇〇万円）

に、特品については一億五〇〇〇万円から八〇〇〇万円に、それぞれ減額修正

していることが認められる。このように、昭和五六年度会社方針では、全製品

の各売上目標を長期計画の数字より減額修正しているのであって、ひとりヒー

トパイプのみを減額修正したものではないから、被告が指摘する右のような事

実があるからといって、原告が、本件配転当時、ヒートパイプの拡販にさまで

力を入れていたとは認め難いとすることの論拠とはなし得ない。 

  次に、被告が、昭和五六年度会社方針には、ヒートパイプの拡販に関する具

体的な記述が存在しないと指摘している点についてみるに、前掲甲第八九号証

によれば、昭和五六年度会社方針には、確かに、「ヒートパイプの拡販に努め

る」というようなヒートパイプの拡販に関する具体的な記述は記載されていな

いが、六五〇〇万円（継続品五四〇〇万円、新製品一一〇〇万円）というヒー

トパイプの具体的な売上目標額及び特機品全体で対前年度比一三三パーセント

の売上となることが記載されていることが認められるから、被告が指摘する右

のような事実があるからといって、原告が、本件配転当時、ヒートパイプの拡

販にさまで力を入れていたとは認め難いとすることの論拠とはなし得ない。 

  更に、被告が、昭和五五年一二月の当初計画では、浜松出張所における昭和

五七年度のヒートパイプ売上目標が一億二三〇〇万円とされていたのが、昭和

五六年八月には売上見込みが七二〇〇万円とされ、しかも、昭和五七年度の売

上実績は一一〇〇万円と昭和五六年度の五八〇〇万円に比べて大幅に減少して

いると指摘している点についてみるに、前掲甲第二六、第七一、第一二四号証、

成立に争いがない甲第五四号証、右甲第一二四号証により成立が認められる甲

第八一号証及び弁論の全趣旨によれば、昭和五七年度会社方針では、昭和五六

年度の売上実績額が、目標を下回ったため、前記の昭和五六年度会社方針の場

合と同様に、長期計画に比べて売上目標を減額修正しており、総売上を七七億

円から六九億〇五〇〇万円に、製品別では、焼結品については六〇億円から五

七億八五〇〇万円に、特機については一三億円（そのうち、ヒートパイプは一

億五〇〇〇万円）から一〇億円（五七年度会社方針にはヒートパイプの具体的

目標額の記載はない。）に、特品については四億円から一億二〇〇〇万円に、

それぞれ減額修正されていること、昭和五六年、五七年度とも売上実績額が会

社方針で掲げた目標額に及ばず、殊に五七年度は五六年度の実績額をも下回っ

たこと、昭和五六年度以降の全社的な業績の伸び悩みの中で、ヒートパイプの
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主要取引先である鈴木自工についても、「スワニィー」の次のモデルの「ジェ

ンマ」では、エンジンとキャブレターが近接している構造のため、オートチョ

ーク機構用にヒートパイプが採用されず、その結果、浜松出張所では昭和五六

年度から五七年度にかけてヒートパイプの売上が大幅に減少したこと、しかし、

浜松出張所では、ヒートパイプの売上額の大幅減少後も、拡販努力を放棄した

わけではなく、業績を回復するための営業活動を行い、「ジェンマ」の次のモ

デルである「ランディ」ではヒートパイプの採用に成功したこと、技術部では、

昭和五六年以降も継続してヒートパイプの研究・開発作業を行っていたことが

認められる。このように、昭和五六年度以降の売上目標の減額修正や業績の伸

び悩みは、ひとり浜松出張所におけるヒートパイプだけでなく、全社かつ全製

品について共通の問題であり、また、浜松出張所におけるヒートパイプの販売

については、売上額の減少が大幅ではあるものの、主要取引先の鈴木自工で量

産納入の継続に失敗するという特有の事情があるほか、売上実績が大幅に減少

した後も、浜松出張所ではヒートパイプの拡販活動を継続し、技術部でも研究・

開発を続けていたのであるから、被告が指摘する右のような事実をして、原告

が、本件配転当時、ヒートパイプの拡販にさまで力を入れていたとは認め難い

とすることの論拠とはなし難い。 

  最後に、被告が、昭和五七年度会社方針には、ヒートパイプの売上目標額は

掲げられておらず、その理由の記載もないと指摘している点についてみるに、

前掲甲第一二六号証によれば、ヒートパイプ販売の主要な役割を担っていた浜

松出張所におけるヒートパイプの売上が大幅に減少したことから、昭和五七年

度会社方針では特機の内数としてヒートパイプの売上目標額を特に掲記するこ

とはしなかったことが認められる。しかしながら、前記のとおり、売上額が大

幅に減少した後も、浜松出張所ではヒートパイプの拡販活動を継続し、技術部

でも研究・開発を継続していたのであるから、被告が指摘する右のような事実

があるからといって、原告が、本件配転当時、ヒートパイプの拡販にさまで力

を入れていたとは認め難いとすることはできない。 

  以上、検討したように、原告が、本件配転当時、ヒートパイプの拡販にさま

で力を入れていたとは認め難い旨の被告の主張は採用することができない。 

⑵ ヒートパイプに関する知識・経験を人選の最重点とすることの合理性につい

てにわかに首肯することができないとする点について 

  まず、被告が指摘する浜松出張所の売上の実態についてみるに、前記認定の

とおり、浜松出張所では焼結品が売上の九割前後を占めており、このような売

上の実態からすると、原告がヒートパイプの知識・経験に重点をおいた人選を

したことが、一見、不自然であると感じられなくはない。しかしながら、前記

㈢に認定・説示したとおり、長期計画におけるヒートパイプの売上目標を達成

するためには、ヒートパイプについて得意先と技術的な対応ができる程度の知

識・経験を有する者を浜松出張所に配属する必要があり、このような要件を満

たす者を浜松出張所に配属することには、業務の能率増進や業務運営の円滑化

などの企業の合理的運営に寄与する点があると認められるから、浜松出張所で
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は焼結品が売上の九割前後を占めているからといって、原告がヒートパイプの

知識・経験に重点をおいた人選をしたことの合理性が左右されるわけではない。 

  次に、被告が指摘する増員に関する稟議書作成の経緯についてみるに、成立

に争いがない甲第四五号証、いずれも原本の存在及び成立に争いがない甲第四

六、第一一九号証並びに弁論の全趣旨によれば、①Ｙ４名古屋営業部長代理は、

昭和五六年一月中頃、浜松出張所の一名増員がまだ正式決定されていなかった

ことから、本社に増員を求める稟議書を提出することを考え、浜松出張所のＹ

３所長に対し、その下書を起案するよう指示したこと、②Ｙ３所長は、同月下

旬頃、「増員の件」と題する稟議書の下書を起案して、Ｙ４部長代理に提出し

たこと、③右稟議書の下書には、「起案要旨」欄に、浜松出張所の現状やでき

るだけ早く一名を増員して欲しい旨が、「意見」欄に、工業高校（機械又は電

機）卒業程度以上の人を望む、浜松出張所は春日井工場の製品が多いのででき

れば春日井工場の現役が最適と考える旨が、それぞれ記載されていたが、ヒー

トパイプの拡販についてはなんら記載されていなかったこと、④Ｙ４部長代理

は、同年二月初め頃、右Ｙ３所長が作成した下書を参考にして、「営業部員（浜

松出張所）一名増員の件」と題する稟議書を起案したうえ、Ｙ３所長にその写

しを手渡し、趣旨を説明したこと、⑤右稟議書の「起案要旨」欄には、一名の

増員が必要である旨記載されていたが、Ｙ３所長が起案した下書と同じくヒー

トパイプの拡販についてはなんら記載されておらず、また、下書の「意見」欄

にあった春日井工場の現役が最適と考える旨の記載は削除されており、人選の

条件に関する記載はされていなかったこと、⑥このように、Ｙ４部長代理がＹ

３所長が起案した下書にあった春日井工場の現役が最適と考える旨の記載を削

除したのは、現地の担当者であるＹ３所長は、浜松出張所で扱っている製品は

春日井工場の焼結品が多いことから、春日井工場の現役から補充するのが最適

と単純に考えたのに対して、Ｙ３所長の上司で浜松地区の営業の責任者である

と共に中京、関西地区の営業活動を統轄しているＹ４部長代理は、浜松出張所

が原告におけるヒートパイプの売上額の八割以上を占めヒートパイプの営業活

動の拠点であることを考慮し、また、Ｙ３所長にヒートパイプの知識・経験が

ないことを踏まえ、焼結品と併せてヒートパイプについても知識・経験を有す

る従業員の補充が必要と判断したからであること、⑦Ｙ４部長代理が起案した

稟議書の「起案要旨」欄の下段二行には、「具体的な人選（人名を出す）秘→2

／14までに」、「新聞の広告については見積を取る 毎日、朝日、読売、静岡」

と記載されているが、これは、Ｙ３所長が、Ｙ４部長代理からこの稟議書の写

しを手渡され、趣旨説明を受けた際、補充の方法について心当りがあるなら考

えておくようにといわれたことから、その後、心覚えのため書き込んだもので

あること、⑧Ｙ４部長代理は、同年二月五日頃、本社のＹ９人事部長から、浜

松出張所の増員が正式決定された旨連絡を受けたことから、結局、自分が起案

した稟議書を本社に提出しないで終ったこと、以上の事実が認められる（なお、

前掲甲第一二二号証、撮影物件が稟議書の用紙であることに争いのない乙第七

四、第七五号証によれば、右増員に関する稟議書の存在が明らかになったのは、
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Ｘ１が、昭和五七年五月三日、浜松出張所のロッカーにＹ３所長が保管してい

た稟議書の写しを無断で写真に撮影して埼労委に証拠として提出したことによ

ることが認められる。）。 

  右事実によれば、Ｙ３所長が起案した稟議書の下書には春日井工場の現役が

最適と考える旨記載されているが、これは、現地の担当者であるＹ３所長が、

浜松出張所で扱っている製品は春日井工場の焼結品が多いため、同工場の現役

から補充するのが最適であると単純に考えたのに対して、Ｙ３所長の上司であ

るＹ４部長代理は、浜松出張所がヒートパイプの営業活動の拠点であることな

どを考慮して、ヒートパイプについても知識・経験を有する従業員の補充が必

要と判断し、自らが起案した稟議書では、春日井工場の現役が最適と考える旨

の記載を削除したのである。そうすると、Ｙ３所長が起案した稟議書の下書に

春日井工場の現役が最適と考える旨記載されているからといって、経営判断と

して、ヒートパイプに関する知識・経験を人選の重点とすることの合理性が左

右されるわけではない。また、Ｙ４部長代理が起案した稟議書には、ヒートパ

イプの拡販についてなんら記載されていないが、前掲甲第四六号証によれば、

右稟議書では、昭和五六年度以降、二割以上の拡販を達成するためには、各得

意先の技術、設計部門との接触を増やして、その需要を先取りする必要があり、

そのためには男子一名の増員が必要である旨増員の必要性を説明しているのみ

で、ヒートパイプや焼結品などの具体的製品名を挙げて増員の必要性を説明し

ているわけではないことが認められるから、Ｙ４部長代理が起案した稟議書に

ヒートパイプの拡販についての具体的な記載がないことをもって、ヒートパイ

プに関する知識・経験を人選の重点とすることの合理性を左右するものとはい

えない。なお、Ｙ４部長代理が起案した稟議書の「起案要旨」欄の下段二行に

は、「具体的な人選（人名を出す）秘→2／14 までに」「新聞の広告について

は見積を取る 毎日、朝日、読売、静岡」と記載されているが、これは、Ｙ３

所長が独自の考えで記載したものに過ぎないから、右事実によって、直ちに、

ヒートパイプに関する知識・経験を人選の重点とすることの合理性が左右され

ることにはならない。 

  以上、検討したように、被告が指摘する焼結品が売上の九割前後を占める浜

松出張所の実態や本件増員に関する稟議書作成の経緯を問題とすることによっ

て、ヒートパイプに関する知識・経験を人選の重点とすることの合理性に疑問

を呈するのは相当でないというべきである。 

⑶ 浜松出張所におけるＸ１の後任について 

  原告が、浜松出張所におけるＸ１の後任として、本件配転の際に候補に挙が

った者の中でヒートパイプに関する経験が一番短いＺ１を人選したことは、前

記一の３の㈨で認定したとおりである。しかしながら、Ｚ１は、もともと、本

件配転の際に候補の一人に挙げられていた者で、浜松出張所の要員としての適

格に欠けるところがあるわけではないから、浜松出張所におけるＸ１の後任と

してヒートパイプに関する経験が一番短いＺ１を充てたからといって、それが

遡って、本件配転の際にＸ１を人選したことの合理性が否定されることにはな
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らない。 

⑷ 右に検討したように、被告が指摘する諸点は、いずれも本件配転の際にＸ１

を人選したことの合理性を左右するものではなく、前記被告の主張は採用する

ことができない。 

㈤ 以上に認定・説示したとおり、本件配転当時、浜松出張所においては、少なく

とも営業担当者一名を増員する必要性があり、しかも、Ｘ１を人選したことには

充分な合理性があるから、本件配転は業務上の必要性が肯定されるというべきで

ある。 

２ 本件配転の不当労働行為該当性について 

㈠ 次に、本件配転が、原告の不当労働行為意思に基づいて、つまり、Ｘ１が正当

な労働組合活動をしたことのゆえに同人に対する不利益な取扱いとして行われた

ものと認められるかどうかについて検討する。 

㈡ 本件配転に至るまでの労使関係をみるに、①原告が、昭和四八年四月、予め設

定したスケジュールに従い各種の争議行為を反復、展開する当時の組合幹部の姿

勢を闘争至上主義と非難し、労使一体となった生産性向上への取組み強化の必要

性などを訴える「全従業員に訴える」と題する文書を配付し、その後も、折をみ

ては、社内報などでストのない労使関係や労使協力の必要性を従業員に訴えたこ

と、②昭和四九年一月、Ｙ１の社長昇格以降、原告が、年間総労働時間の短縮に

伴う一日の労働時間延長等を内容とする就業規則の変更、いわゆる「カンバン方

式」の導入、得意先に応じた休日編成の実施や、夏季と冬季の一時金への成績査

定の導入の提案、一時金における欠務評価の導入の提案など各種の施策を推進し

たこと、③右一連の施策に対して、旧執行部が、ワッペン着用、寄せ書の掲示、

時間外労働の拒否、ストライキ等の反対闘争を行ったほか、変更された就業規則

に基づく就労義務が存しないことの確認を求めて裁判所に提訴し或いは二回にわ

たり埼労委に救済申立を行ったりしたこと、④Ｙ１が、原告の労使事情について、

業界誌「素形材」の昭和五九年一一月二〇日号において、「絶えず激突している

労使関係を正常化しない限り、東京焼結金属の発展はあり得ない……そこで、…

…長い労働運動の私の経験を買っての派遣であった。」「私が東京焼結金属へ着

任の目的であった階級的労働運動を排除して、健全で、建設的な労使関係を作り

上げていくと云うことは、着任以来五年を経て、ほぼ出来上がった。」などと述

べていることは、前記一の１で認定したとおりである。 

  右事実によれば、原告と旧執行部当時の組合との間には数多くの対立、抗争が

あり、原告としては、非協力的な立場を取り続ける組合の態度に不信を抱き、旧

執行部を快く思っていなかったであろうことは否定し難いところである。しかし、

このことは、組合そのもの或いはこれをリードする旧執行部に対するものであっ

て、Ｙ１の発言もこの範囲を越えるものでないことは、その内容自体に照らして

明らかである。したがって、右事実からは、仮に主導権を有していた当時の旧執

行部に対する原告の嫌悪の情が推認されることがあっても、旧執行部を構成する

個々の役員に対する嫌悪の情まで推認されるものではなく、まして、執行部の主

導権を失った後の旧執行部派或いはこれに属する役員経験者の一人であるＸ１に
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対する嫌悪の情まで推認することは困難である。旧執行部派とか或いはこれに属

する役員経験者といっても、原告の立場からみれば、所詮は、組合内部における

主導権争いの問題であるという側面があることも見逃すことはできない。 

㈢ もっとも、執行部の主導権を失った後の旧執行部派がどのような活動をしたか

によっては、旧執行部派或いはこれに属する役員経験者に対する原告の嫌悪の情

が推認されることもあり得ないではないので、以下この点についてみることとす

る。旧執行部派が、プレス部門におけるラップ時間の解消問題や完全二交替制勤

務の実施問題について原告の提案に対する反対運動を展開したこと、右ラップ時

間の解消が、春日井工場では昭和五四年五月の提案から約三か月で実現したのに

対して、川越工場では同じ昭和五四年五月の提案から約一年七か月後にようやく

実現したことは、前記認定のとおりであり、右事実によれば、川越工場でラップ

時間の解消が春日井工場に比べて大幅に遅れたことについては、旧執行部派の反

対運動が影響したかのように思われないではない。 

  しかしながら、前掲甲第一一六、第一一七、第一二四号証によれば、川越工場

では、電車通勤の従業員が多いことから、終電車に間に合うようにⅡ勤（遅勤）

の終業時刻を早めて欲しい旨の要望が強かったという同工場固有の事情があり、

このような事情が、大部分の従業員が自動車通勤をしている春日井工場に比べて

ラップ時間の解消が大幅に遅れる背景となったことが認められる。したがって、

川越工場でラップ時間の解消が大幅に遅れたのは、必ずしも旧執行部派の反対運

動の影響とはいえないから、旧執行部派がラップ時間解消に対する反対運動を行

ったなどの前記事実があるからといって、原告が主導権を失った後の旧執行部派

を嫌悪していたものと推認することはできない。 

㈣ 次に、Ｘ１が旧執行部ないし旧執行部派において占めていた地位についてみる

に、①旧執行部では、昭和四五年から八年にわたってＸ３が執行委員長を務めた

こと、②Ｘ１は、旧執行部において、昭和四八年から執行委員を三期、昭和五一

年から書記長を二期、それぞれ務めたこと、③Ｘ１は、旧執行部派が組合執行部

の主導権を失って以降、昭和五四年に執行委員に当選しほか、昭和五五年には書

記長に立候補して、四〇パーセント強の得票を得たものの落選し、昭和五六年も、

本件配転問題が起こるまでは書記長に立候補する予定であったこと、④Ｘ１は、

昭和五五年九月以降、Ｘ３の後継者として職場新聞「こぶし」の編集委員会代表

を務めたことは、前記認定のとおりである。 

  右事実によれば、旧執行部では、昭和四五年から八年にわたって執行委員長を

務めたＸ３が中心的活動家としてその指導的立場にあり、これに対して、Ｘ１は、

昭和四八年から執行委員を三期、昭和五一年から書記長を二期、それぞれ務めた

ものの、執行委員長は一度も務めたことがないし、旧執行部が組合の主導権を失

った後においては、執行委員に一回当選したほか、書記長に立候補し或いは立候

補しようとしたに留まるから、昭和五五年九月以降、Ｘ３の後継者として職場新

聞「こぶし」の編集委員会代表を務めたことを考慮しても、Ｘ１は、旧執行部派

の主要メンバーの一員ではあっても、その中心的存在であったとまで認めるのは

困難である。また、原告がＸ１を旧執行部派の中心的存在であると認識していた
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こと及び組合活動に関連して原告と旧執行部派又はそのメンバーの一員であるＸ

１との間でなんらかのトラブルがあったことを窺わせる事情もない。 

㈤ 以上、㈡ないし㈣において検討した点に、前記１で詳述したとおり、本件配転

には業務上の必要性が認められることを併せ勘案すると、本件配転が不当労働行

為意思に基づいて行われたものと認めることはできない。 

㈥ この点について、被告は、①旧執行部派は、組合の主導権を失った後も、組合

内部で一定の影響力を保持して活発な組合活動を展開し、ラップ時間の速やかな

解消を妨げ、更に、完全二交替制勤務問題についても反対活動を展開していた、

②このため、原告が、完全二交替制勤務の実現を妨げるものとして、旧執行部派

に対する敵対意識を一層強くしたであろうことは推認に難くなく、また、原告が、

「こぶし」の編集代表を務め、役員選挙に毎回立候補するなど旧執行部派の中心

となって活動しているＸ１に着目し、嫌悪していたであろうことは容易に推測し

得る、③そうすると、Ｘ１を人選したことの合理性に疑問を表せざるを得ないこ

とからみて、本件配転は、Ｘ１のヒートパイプの経験が長いことに藉口して、あ

えてＸ１を人選して旧執行部派の中心的存在である同人を川越工場から排除し、

その影響力を削ぐために行われたものと判断せざるを得ない旨主張する。 

  しかしながら、右主張は、前記㈡ないし㈤において認定・説示したところとは、

その前提たる事実を異にするか又は少なからず飛躍があって、採用し難いことは

明らかである。 

㈦ 以上の検討によれば、本件配転が労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該

当するということはできない。 

三 本件再配転の合理性について 

１ 本件再配転の業務上の必要性について 

㈠ 使用者は、その経営判断に基づいて、企業組織の改変、内容及び配置すべき労

働者の数などを決定することができるが、具体的に誰を配置すべきかの人選につ

いても、不当な動機・目的をもってされるなどの特段の事情がない限り、業務上

の必要に応じ、その裁量に基づいて決定することができるもので、この場合には、

余人をもっては容易に代え難いといった高度の必要性がなくとも、労働力の適正

配置、業務の能率増進、労働者の能力開発、勤務意欲の高揚、業務運営の円滑化

など企業の合理的運営に寄与する点が認められれば足りると解すべきことは、前

記二の１の㈠に説示したとおりである。 

㈡ そこで、東京営業所における増員の必要性について検討する。 

⑴ まず、原告の経営状況についてみるに、①昭和五七年三月、原告は、昭和五

七年度会社方針を発表し、昭和五六年度売上額が目標を下回ったため、長期計

画の見直しを行い、昭和五七年度の売上目標額を約六九億円に減額修正したほ

か、売上目標額一〇〇億円の達成年度を当初の計画より一年遅らせ昭和六〇年

度としたことを明らかにしたこと、②昭和五八年三月、原告は、昭和五八年度

会社方針を発表し、その中で、昭和五七年度の売上実績額が前年度にも及ばず、

長期計画の売上目標額を大きく下回ったため、再び長期計画の見直しを行い、

売上目標額一〇〇億円の達成年度を更に一年遅らせて昭和六一年度以降とした
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うえ、同年度の売上目標額を一〇〇億円を割る九七億五〇〇〇万円に設定し、

また、この長期計画は特機部門の拡大に重点をおいたことを明らかにしたこと

は、前記一の３に認定したとおりである。 

  右のように、原告は、昭和五六年度以降、業績が伸び悩み、長期計画を大幅

に見直さざるを得ない状況に陥った。 

⑵ 右⑴のように、原告は、昭和五六年度以降、業績が伸び悩んだが、そのよう

な状況下での東京営業所の営業実績をみるに、前掲甲第五〇号証によれば、昭

和五三年度から五七年度にかけての東京営業所における売上実績の推移は、五

三年度は、焼結品一四億〇五〇〇万円、焼結ベント八〇〇万円、合計一四億一

三〇〇万円、五四年度は、焼結品一五億五八〇〇万円、焼結ベント一二〇〇万

円、合計一五億七〇〇〇万円、五五年度は、焼結品一八億〇八〇〇万円、焼結

ベント一四〇〇万円、合計一八億二二〇〇万円、五六年度は、焼結品一八億三

一〇〇万円、焼結ベント一三〇〇万円、合計一八億四四〇〇万円、五七年度は、

焼結品一六億一六〇〇万円、焼結ベント二〇〇〇万円、合計一六億三六〇〇万

円であることが認められ、右事実によれば、昭和五七年度は、焼結品の落込み

がひどく、昭和五三年度以降順調に伸びてきた売上が、一転して前年度を二億

円強も下回ったことが認められる。 

⑶ 右⑵のような昭和五七年度の売上実績を踏まえて策定された東京営業所の昭

和五八年度販売計画では、売上目標額が、焼結品一七億〇八〇〇万円、焼結ベ

ント二五〇〇万円とされていた（ヒートパイプについては具体的な目標額はな

かった。）ことは、前記一の３の㈣に認定したとおりである。そして、前掲甲

第五〇、第一二七号証によれば、①焼結品について、右五八年度販売計画の売

上目標額（前年度実績額比で約五・七パーセント増となる。）を達成するため

には、拡販活動を積極的に進め、新規受注を拡大していく必要があったが、焼

結品の主要取引先では、合理化策として組み付け部品の在庫を極端に切り詰め

ているため、使用前一日から一・五日分の余裕しかなく、毎日の指示どおりに

納入できないと、すぐに欠品が生じ、ラインストップが発生するという状況で

あったこと、②このような欠品の事態を避けるためには、納期管理を徹底する

ほかないことから、営業担当者は、川越工場に赴いて納期管理業務に従事する

ことが必然的に多くなり、本来の営業活動に充分な力を注ぐことができないの

が実情であったこと、③焼結ベントについても、商品の性質上、継続して大量

の受注は望めないことから、前記五八年度販売計画の売上目標額（前年度実績

額比で二五パーセント増となる。）を達成するためには、これまで以上に、新

規開拓のための拡販活動を積極的に進め、得意先を増やす必要があったこと、

④殊に、焼結ベントのうち、原告が新たに開発した細孔ベントは、今後大いに

期待できる商品で、営業体制を強化して拡販活動により一層の力を入れる必要

があったこと、⑤昭和五八年四月以降、特機部営業課から引き継いだヒートパ

イプについては、東京地区での実績がないため前記五八年度販売計画に具体的

な売上目標額は定められていないものの、これまで営業を担当していた特機部

営業課が、数社に試作品を納入するなどの営業活動を行ってきたことから、右
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数社の洗い直しのほか、新規市場の開拓など拡販の基礎固めを行う必要があっ

たこと、以上の事実が認められる。 

⑷ 右⑶の事実によれば、昭和五八年の本件再配転当時、東京営業所では、昭和

五七年度に落込みがひどかった焼結品の売上を回復するため、拡販活動を積極

的に進めていく必要があったところ、主要取引先が合理化策として組み付け部

品の在庫を極端に切り詰めていたことから、営業担当者は、納期管理を徹底す

る必要があり、その業務に時間を割かれて、本来の営業活動に充分な力を注ぐ

ことができなかったというのである。加えて、焼結ベントについても、商品の

性質上、継続して大量の受注は望めないことから、新規開拓のための拡販活動

を積極的に進める必要があったほか、特機部営業課から新たに引き継いだヒー

トパイプについても、拡販の基礎固めを行う必要があったというのであるから、

本件再配転当時、東京営業所には、全体の営業活動の強化のため、少なくとも

営業担当者一名を増員する必要性があったというべきである。 

㈢ この点について、被告は、①ヒートパイプは重点販売計画製品とは認め難くな

っており、東京営業所においては、ヒートパイプの具体的販売目標も存在せず、

その売上実績も、昭和五八年度は一〇万円、五九年度、六〇年度はいずれも零で

あること、②東京営業所の営業担当者の人員が、昭和五八年には一名増員され五

名、五九年には二名減の三名、六〇年には新規採用者一名を含む四名と毎年変動

していること、③Ｙ２東京営業部長が、Ｘ１に対し、すぐに売上に寄与するよう

な仕事ではないので気長な気持で業務に当たって欲しい旨述べていることからす

れば、東京営業所に増員の必要性があったとは認め難い旨主張する。 

  しかしながら、次のとおり、右主張は採用することができない。 

⑴ 被告は、ヒートパイプは重点販売計画製品とは認め難くなっている旨指摘す

るが、前記㈡の⑷に説示したように、単にヒートパイプだけではなく、東京営

業所全体の営業活動強化という観点から、東京営業所における営業担当者の増

員が必要とされたのであるから、右指摘のような事実によって、東京営業所に

おける増員の必要性が左右されることはない。 

⑵ 営業担当者数の変動について 

  いずれも成立に争いがない甲第九六号証、第一〇四号証の一、二、証人Ｙ５

の証言により成立が認められる甲第一〇三、第一四四号証、証人Ｙ５の証言に

よれば、①昭和五八年から六〇年までの東京営業所に所属する営業担当者の推

移は、五八年八月時点で、Ｚ３、Ｘ２、Ｚ４、Ｚ５、Ｘ１の五名、ほかに下部

組織の北関東出張所にＺ６一名、五九年八月時点で、Ｘ２、Ｚ４、Ｘ１の三名、

ほかに北関東出張所にＺ７一名、六〇年五月時点で、Ｘ２、Ｚ４、Ｚ８、Ｘ１

の四名、ほかに北関東出張所にＺ７一名であること、②昭和五九年八月、Ｚ３

とＺ５の両名が東京営業所から川越工場に転出し、この異動で、東京営業所は

営業担当者が二名減員となったことから、従前の業務分担を大幅に変更したこ

と、③まず、Ｚ３が担当していた主力得意先を全て北関東出張所の扱いに変更

したが、これは、同出張所は取引額が減少傾向にあり、従前、月商二〇〇〇万

円程度であったものが、昭和五九年八月当時には月商一〇〇〇万円程度にまで
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減少し、更に引き続き減少することが避け難い見通しであったことから、存続

の可否も含めて検討されたが、取引額が減少しているとはいえ、創業当時から

の古い取引先も多い同出張所を廃止することは取引の信義上好ましくないと判

断され、結局、従前Ｚ３が担当していた主力得意先を全て北関東出張所の扱い

に変更して同出張所を存続させることとしたこと、④次に、Ｘ２は、昭和五八

年八月の異動で川越工場の製品係長から配属された者であるが、営業経験がな

かったことから、暫定的にＺ４とペアで営業活動に当たっていたのを一本立ち

させてペアを解消すると共に、翌年五月に新人一人を配属して対処することと

し、新人が配属されるまでのつなぎとして、本来、特定の取引先を担当しない

Ｙ５東京営業所長が暫定的に取引先を担当することとしたこと、⑤そして、Ｘ

２、Ｚ４両名のペアとＺ５が担当していた取引先を改めて二分してＸ２とＺ４

がそれぞれ担当し、Ｚ３が担当していた業務のうち北関東出張所に移管しなか

った残りの約二割相当の分をＹ５東京営業所長が担当することとしたこと、⑥

昭和六〇年五月、新規採用のＺ８が東京営業所に配属され、営業担当者がＸ２、

Ｚ４、Ｚ８、Ｘ１の四名となったため、Ｙ５東京営業所長が取引先の担当から

外れ、また、Ｚ８は、新人であったことから、当分の間、Ｚ４とペアで営業活

動に従事することとしたこと、以上の事実が認められる。 

  右事実によれば、確かに、昭和五九年八月、東京営業所は営業担当者が二名

減員となっているが、その際、ほぼ一名分の業務が北関東出張所に移管された

うえ、その残りとほかの一名分については、ペアを解消して一本立ちしたＺ４、

Ｘ２が分担すると共に、Ｙ５東京営業所長がつなぎとして暫定的に得意先を分

担することによって対処したのである。そして、昭和六〇年五月には新人一名

が配属されて営業担当者四名の体制となっているのであるから、昭和五八年に

Ｘ１が配属されて一名増の五名、五九年に二名減の三名、六〇年に新規採用者

一名が配属されて一名増の四名と、東京営業所の営業担当者の人数が毎年変動

しているからといって、特に不自然な点はなく、これによって、本件再配転当

時の東京営業所における増員の必要性が左右されることはないというべきであ

る。 

⑶ Ｙ２東京営業部長の発言について 

  前掲甲第一二三号証により成立が認められる乙第八五号証及び証人Ｘ１の証

言中、被告の主張に沿う部分は、前掲甲第一二七号証に照らして採用し難く、

かえって、右甲第一二七号証によれば、Ｙ２東京営業部長は、Ｘ１に対し、東

京地区でも、ヒートパイプについては一〇社ほど特機部から引き継いで今日ま

できたけれども、充分な営業活動がされていないので、それらの得意先をもう

一度洗い直し、また、新たな得意先を開拓するため、浜松でのキャリアを生か

して頑張って貰いたい旨話したものであることが認められる。 

⑷ 以上、検討したように、被告が指摘する諸点によって本件再配転当時の東京

営業所における増員の必要性が左右されることはなく、前記被告の主張は採用

することができない。 

㈣ 次に、原告が東京営業所への配転の対象者としてＸ１を人選したことの合理性



- 46 - 

について判断する。 

⑴ 原告が東京営業所への配転の対象者としてＸ１を人選した経緯は、前記認定

のとおりであって、狭山市所在の自宅から通勤できる事業所に配属する旨の本

件配転の際のＸ１との約束を履行するためには、川越工場か、本社或いは東京

営業所に配属する以外にないところ、川越工場からは係長職一名の増員要請が

出されているだけであったのに対して、東京営業所では営業担当者一名の増員

が要請されていたことから、Ｘ１を東京営業所に配属したというものである。 

⑵ そして、本件再配転当時、東京営業所には少なくとも営業担当者一名を増員

する必要性があったことは、前記㈡に説示したとおりであるから、これとは別

に、川越工場において増員要請の出されていた係長職一名以外に増員の必要性

があったかについてみるに、前記一の３の㈨に認定したとおり、川越工場の焼

結製造部製造課製造一係に所属していたＺ１が浜松出張所のＸ１の後任に充て

られたことからすると、本件再配転当時、川越工場には係長職一名以外に欠員

の補充を含む増員の余地が全くなかったとまではいい難い。しかしながら、職

種の関係からＸ１がそのままＺ１の後任として補充されるべき適格を有してい

たかどうかは明らかでないし、係長職一名以外の増員を積極的に必要としてい

たことを窺わせる事情は、本件全証拠によっても認めることはできないから、

たとえ係長職一名以外に増員の余地があったとしても、それは、精々、増員の

余地がなくはなかったという程度に留まると解するのが相当である（原告が、

Ｘ１を川越工場に再配転することの可否という観点から、同工場の組織の改変

とか配置すべき労働者の数の見直しなどの検討をしなかった事情については、

後に２の㈣で触れる。）。 

  なお、この点について、被告は、川越工場からの増員要請は係長職一名のみ

であったとしても、そのことから直ちに、Ｘ１を配属すべき職場がないことに

なるものとはいえず、かえって、本件再配転当時、東京営業所の営業担当者は、

焼結品の納期管理のため川越工場に赴くことが多くなり、本来の営業活動に充

分な力を注ぐことができない実情にあったことに徴せば、川越工場にＸ１を配

属すべき職場がなかったとは認め難い旨主張する。その趣旨は、要するに、東

京営業所の営業担当者は、焼結品の納期管理のため川越工場に赴くことが多く

なり、本来の営業活動に充分な力を注ぐことができない実情であったことに徴

すると、むしろ逆に、川越工場にこそ増員の必要性があったというにあると解

されるが、証人Ｙ５の証言によれば、営業担当者が川越工場に赴くのは、得意

先に対する製品の納期管理の一環として同工場の生産管理課と生産する製品の

調整について打ち合せをするためであって、同工場の業務に従事するためでは

ないことが認められるから、営業担当者が、焼結品の納期管理のため川越工場

に赴くことが多いからといって、川越工場に増員の必要性があったということ

はできず、被告の右主張は採用することができない。 

⑶ そうすると、自宅から通勤できる事業所に配属する旨の本件配転の際のＸ１

との約束を履行するためには、川越工場か、本社或いは東京営業所に配属する

以外にはないところ、川越工場については、精々、増員要請が出されていた係
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長職一名以外にも増員の余地がなくはなかったという程度に過ぎないのに対し

て、東京営業所については、前記㈡のとおり、少なくとも営業担当者一名を増

員する必要性があったのであるから、Ｘ１を東京営業所に配属することには、

業務の能率増進や労働力の適正配置などの企業の合理的運営に寄与する点があ

ると認められるのであって、原告が東京営業所に配属する従業員としてＸ１を

人選したことには合理性が認められるというべきである。 

㈤ 以上、認定・説示したとおり、本件再配転当時、東京営業所において少なくと

も営業担当者一名を増員する必要性があり、しかも、Ｘ１を人選したことには合

理性があるから、本件再配転は業務上の必要性が肯定されるというべきである。 

２ 本件再配転の不当労働行為該当性について 

㈠ 次に、本件再配転が、原告の不当労働行為意思に基づいて、つまり、Ｘ１が正

当な労働組合活動をしたことのゆえに同人に対する不利益な取扱いとして行われ

たものと認められるかどうかが問題となる。 

㈡ そこで検討するに、前記二の２の㈡ないし㈣において検討した点に、右１で詳

述したとおり、本件再配転には業務上の必要性が認められることを併せ勘案する

と、本件再配転が不当労働行為意思に基づいて行われたものと認めることはでき

ない。 

㈢ この点について、被告は、本件再配転は、Ｘ１の組合活動を嫌悪していた原告

が、旧執行部派が従前と同様に組合に対する影響力を保っていることから、Ｘ１

を川越工場へ復帰させれば、再び旧執行部派の中心として活発な組合活動を行う

であろうことを恐れて、川越工場からＸ１を排除すべきものとして行ったものと

認めるのが相当である旨主張するが、これまでの検討に照らして、採用し難いこ

とは明らかである。 

㈣ ところで、使用者は、その経営判断に基づいて、企業組織の改変、内容及び配

置すべき労働者の数などを決定することができることは、前記二の１の㈠に説示

したとおりである。本件再配転に際しＸ１の後任となったＺ１が所属していた川

越工場の焼結製造部製造課製造一係について、原告が後任を補充しない扱いをし

たのも右権限に基づくものといい得る。このようなことからすると、原告として

は、その気にさえなれば、本件配転から二年の期間が経過するまでの間に、川越

工場の組織を改変するか又は配置すべき労働者の数を見直すなどして、Ｘ１を浜

松出張所から川越工場の原職又はこれに相当するポストに再配転することも必ず

しも不可能ではなかったと認められる。しかるに、原告は、本件再配転に際して

は、Ｚ１の後任補充を含む増員の余地がなくはなかったのに、単に、川越工場か

らの増員要請が係長職一名だけであったという受け身の姿勢を示すのみで、Ｘ１

の再配転の可否という観点から、積極的に、川越工場の組織の改変や配置すべき

労働者の数の見直しなどの検討をした形跡は認められない。 

  この間の事情を直接に明らかにした証拠はないが、本件配転の経緯及びこれに

対するＸ１の対応を総合的に勘案すると、その事情は次のようなものではなかっ

たかと解される。すなわち、前記一の２の(一四)以下で認定したとおり、Ｘ１は、本

件配転に際して、原告から、約一か月間にわたり一〇回以上の説得を受け、その
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過程では、単身赴任となった場合の別居手当及び月二回の帰省旅費の支給、浜松

出張所における勤務期間の二年の限定、通勤可能な事業所への再配転の保障、配

偶者の帰宅が遅くなった場合の二重保育費用の原告負担などの条件の提示を受け

たにも拘らず、家庭の事情や組合活動に対する妨害行為などを理由に一貫して拒

否の態度を続け、懲戒解雇を避けるために異議を留めて浜松出張所に赴任した三

日後には、埼労委に対し、「本件配置転換は、合理化推進のために労使協調組合

の育成・発展を願う会社がその基盤の軟弱さから、再度闘う労働組合が成立する

ことを恐れ、労使協調路線の批判の中心人物の一人であって、職場での活動を通

じて人望を集め、組合役選で毎年高い得票を得ている申立人を職場から排除し、

かつ組合からも排除して、反労使協調組合の成立を阻止し、あわよくばそれに壊

滅的打撃を与えることを企図したものである。」と主張して不当労働行為の救済

申立を行い、川越工場の原職への復帰を求めて争っていたもので、本件再配転は、

右救済申立についての審理の最中に行われたのである。しかも、Ｘ１は、本件配

転に対する原告の説得の過程で、本件配転は組合活動を妨害するもので撤回を求

めているなどと記載したビラの配付までしていたのである。したがって、このよ

うな状況の下でＸ１を川越工場に再配転した場合には、本件配転は不当労働行為

であるとして原職への復帰を要求しているＸ１の主張を事実上認めたのと同じ結

果となって、原告に対する非難、攻撃に格好の材料を与えるだけでなく、前記の

ような条件の提示が逆に不当労働行為意思を隠蔽するためのものと受け取られて、

異動を含む今後の人事一般に悪影響を及ぼす危険のあることが考えられる。これ

は、本件配転の経緯及びこれに対するＸ１の対応から安易に推認されるところで

あって、原告がＸ１の再配転の可否という観点に立って川越工場の組織の改変や

配置すべき労働者の数の見直しをした形跡がないことの背景には、かかる事態の

発生を防止しようとする配慮があったのではないかと解されるのである。 

  もっとも、本件配転がＸ１の主張するとおり不当労働行為を構成するものとす

れば、右のような原告の態度は、文字どおり、不当労働行為意思を隠蔽し、これ

を一層強固ならしめるものとの評価を免れ得ないが、前記二に認定・説示したと

おり、本件配転がなんら不当労働行為とは認められないことからすると、原告が

Ｘ１の再配転の可否という観点に立って川越工場の組織の改変や配置すべき労働

者の数の見直しをしなかったからといって、特に非難されるべき筋合いはないこ

とになる。本件配転が不当労働行為であるとするＸ１の一方的な主張や予想され

る非難等に対処し、今後の人事一般に対する悪影響の防止を図ることは、Ｘ１に

認められた組合活動とは関係がなく、この点に配慮した原告の意図をもって不当

労働行為意思とみる余地はないからである。 

㈤ 以上の検討によれば、いずれにせよ、本件再配転が労働組合法七条一号所定の

不当労働行為に該当するとは認め難いというべきである。 

四 補助参加人の主張について 

１ 本件配転及び本件再配転の不当労働行為性について 

㈠ 補助参加人は、本件配転及び本件再配転は、いずれも組合員の九〇パーセント

以上が在籍し、Ｘ１らが主導権をもっていた旧執行部派が依然として一定の影響
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力を有している川越工場から、Ｘ１を排除することを目的とした不当労働行為で

ある旨主張するが、前記二、三の検討に照らして、採用することができない。 

㈡ 補助参加人は、原告が旧執行部及びその後身である旧執行部派に対して激しい

敵意と露骨な嫌悪の情を抱いていたことは明白であるとして、縷々主張するが、

前記二の２の㈡ないし㈣に説示したとおり、原告が、仮に主導権を有していた当

時の旧執行部を嫌悪していたことが推認されるとしても、そのことから、当然に、

主導権を失った後の旧執行部派或いはこれに属する役員経験者の一人であるＸ１

に対する嫌悪の情までもが推認されるわけではないから、右主張は採用できない。 

  なお、補助参加人は、原告が、昭和五三年八月の組合役員選挙の際、労使協調

的な執行部を作り上げるため、①旧執行部を非難、中傷する「正常な労働組合に

ついて我々の基本的な考え方」と題する文書を配付するとか、②職制を通じて、

旧執行部を支持する組合員に対し、定期昇給や一時金査定への悪影響をほのめか

すなどの露骨な選挙干渉をした旨主張するが、前掲甲第一二八号証、乙第八六号

証中、これに沿う部分は、前掲甲第一一三号証に照らして採用し難く、他にこれ

を認めるに足りる証拠はない。 

㈢ 補助参加人は、Ｘ１は、まさしく旧執行部派の中心的存在として、活発な組合

活動を展開してきたものであるから、本件配転及び本件再配転が、Ｘ１を組合と

川越の職場から切り離すことによって、旧執行部派とその支持者たちの士気をく

じくことを狙ったものであることは明白である旨主張するが、前記二の２の㈣に

説示したとおり、Ｘ１は、旧執行部派の主要メンバーの一員ではあっても、その

中心的存在とまで認めるのは困難であるから、右主張は採用することができない。 

２ 本件配転及び本件再配転の必要性、合理性に関する原告の主張に対する反論につ

いて 

㈠ 本件配転について 

⑴ 補助参加人は、原告がヒートパイプの拡販に力を入れていたとは認め難い旨

の被告の主張は正当であるとして縷々主張するが、右被告の主張が採用できな

いことは、前記二の１の㈣の⑴に説示したとおりである。 

⑵ 補助参加人は、浜松出張所の増員に関する稟議書作成の経緯に照らせば、現

場の長であるＹ３所長が、補充する人材はできれば春日井工場の現役が望まし

く場合によっては新聞広告による公募でも良いと考えていたことは紛れもない

事実である旨主張する。 

  しかしながら、前記二の１の㈣の⑵に説示したとおり、Ｙ３所長が、補充す

る人材はできれば春日井工場の現役が望ましく、場合によっては新聞広告によ

る公募でも良いと考えていたからといって、直ちに、ヒートパイプに関する知

識・経験を人選の重点とした原告の経営判断の合理性が左右されることにはな

らない。 

㈡ 本件再配転について 

⑴ 東京営業所における増員の必要性の不存在について 

① 補助参加人は、本件再配転当時、東京営業所に増員の必要性はなかったと

して、縷々主張するが、本件再配転当時、東京営業所には少なくとも営業担



- 50 - 

当者一名を増員する必要性があったというべきことは、前記三の１の㈡の⑷

に説示したとおりである。 

② 補助参加人は、東京営業所における営業担当者の人数が変動していること

について、昭和五九年八月に二名減員して三名体制にした際、業務分担を変

更したり、ペアで営業活動を行っていたものを単独で行わせるなどして対処

しており、それで支障がないのならば、昭和五八年においても、そのように

すれば足りたのであって、あえて増員する必要はなかったはずである旨主張

する。 

  しかしながら、前記三の１の㈢の⑵に認定した事実によれば、昭和五八年

八月の時点では、同月の異動で初めて営業部門に配属されたＸ２に単独で営

業活動を行わせることが困難であったと認められることに加えて、前掲甲第

一四四号証、証人Ｙ５の証言によれば、北関東出張所の売上実績は、昭和五

五年当時は月商平均約一四〇〇万円であったものが、昭和五八年当時は月商

約一一〇〇万円となり、更に昭和五九年に入ると月商一〇〇〇万円台となる

月もあるなど、売上の減少がより深刻になってきたことが認められ、この事

実によれば、昭和五九年の時点で北関東出張所への業務移管が行われたこと

には、充分首肯し得るものがあるというべきであるから、昭和五八年におい

ても、業務分担の変更などで対処すれば足りたとは認め難く、右主張は採用

できない。 

③ 補助参加人は、Ｙ２東京営業部長のＸ１に対する発言が、たとえ、前記認

定のとおり、東京地区でもヒートパイプについては、一〇社ほど特機部から

引き継いで今日まできたけれども、充分な営業活動がされていないので、そ

れらの得意先をもう一度洗い直し、また、新たな得意先を開拓するため、浜

松でのキャリアを生かして頑張って貰いたい、というものであったとしても、

それは「すぐに売上に寄与するような仕事でないので気長な気持で業務に当

たって欲しい。」ということを言葉を換えていったに等しい旨主張する。 

  しかしながら、前記三の１の㈢の⑶に認定したとおり、得意先の洗い直し

や新たな得意先の開拓は、ヒートパイプの拡販の基礎固めとして必ず行わな

ければならない業務であることに加えて、「頑張って貰いたい」という激励

の言葉を述べていることからすれば、前記発言が「すぐに売上に寄与するよ

うな仕事でないので気長な気持で業務に当たって欲しい。」ということを言

葉を換えていったに等しいとは認め難く、右主張は採用できない。 

⑵ 川越工場における増員の必要性の有無について 

  補助参加人は、川越工場にはＸ１を戻す職場がなかったわけではない旨主張

するが、川越工場に、たとえ増員要請が出されていた係長職一名以外に増員の

余地があったとしても、それは、精々、増員の余地がなくはなかったという程

度に留まり、そのことによって、東京営業所に配属する従業員としてＸ１を人

選したことの合理性が左右されるわけでないことは、前記三の１の㈣に認定・

説示したとおりである。また、経営判断に基づいて企業組織の改変、内容及び

配置すべき労働者の数などを決定することのできる原告が、Ｘ１を川越工場に
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再配転することの可否という観点から、同工場の組織を改変するとか又は配置

すべき労働者の数を見直すなどのことをしなかったからといって、不当労働行

為意思を基礎づけることにならないことは、前記三の２の㈣に説示したとおり

である。 

五 結論 

  以上に認定・説示したとおり、本件配転及び本件再配転は、いずれも労働組合法七

条一号所定の不当労働行為に該当するとはいえないから、これと結論を異にする被告

の認定・判断は違法であって、本件命令は取消を免れない。 

     東京地方裁判所民事第一一部 

（別紙略） 


